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開催日：2015年6月3日（水）12時30分開場，13時00分開会
場　所：海運クラブ 国際会議場（千代田区平河町）
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運輸政策研究所 第37回 研究報告会 特別講演

経済社会の明日を拓く海洋政策

日本郵船株式会社取締役・相談役

1――はじめに

言うまでもなく我が国は世界に冠たる海洋国家である．しか

しながら，海洋政策や海洋の利活用についてはまだ取り組む

べき点が多く残っている．これらの取り組みを発展させ，日本

の明日の成長につなげていくということが求められている．

日本経済も世界経済の一部であり，世界経済の動き次第で

日本経済も大きく影響を受ける．昨年改訂された日本再興戦

略では，海洋産業は成長戦略の柱の一本に位置づけられた．

日本経済の成長の一翼を担う取り組みが必要である．ここで

言う海洋産業とは，造船や海運からなる伝統的海事産業と，

今後挑戦すべき分野の海洋資源開発，海洋再生エネルギー開

発からなる（図―1）．伝統的な造船や海運のみならず，海洋資

源開発などの新しい分野へのチャレンジが求められる．

2――日本の現状

明日を語る前に今の日本の現状を概観する．各国の名目

GDPの推移（図―2）を見ると，この20年間の日本の成長は，

停滞どころか後退している．その間，中国は16倍，韓国は4倍，

先進国のアメリカも2倍に伸ばしている．失われた20年という

ものが実感される．

海上貨物の動きをみると，世界全体の海上荷動き量は年率

4％ぐらいの伸びで，20年で倍になった．しかし，日本の荷動き

量はこの間9億トン前後とほぼ横ばいで推移している．一方，中

国の荷動き量は7倍に増え，日本の半分以下だったものが日本

の3倍になった．日本郵船では約900隻の船を運航しているが，

その船の3分の2は日本には寄港せず，第3国間で運航している．

現在は中国中心のマーケットになっていることがうかがえる．

アジア発北米向けのコンテナ貨物で見ても，日本積みの北

米向けコンテナは1985年にはアジア発のうち37.3％のシェアを

占めていたが，2013年には5％を切っている状況であり，その

間中国積みのシェアは13.2％から68.2％にまで伸びてきた．

しかしながら，中国積みのコンテナの中にはもちろん海外に

生産拠点を持つ日本企業のものも多く含まれており，必ずしも

日本の実力が下がったという意味ではない．近年，OECDは付

加価値貿易統計（TIVA）というものを公表している（図―3）．

従来の最終製品ベースの貿易統計だと，組立に必要な輸入部

品の価格も最終製品を組み立てた国の貿易額に計上されるた

め，最終製品を組み立てた国が過大に評価されてしまうという

見方がある．組立に必要な輸入部品の価格は最終製品を組み

立てた国で生み出された付加価値ではない．それを修正した
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■図—2　各国の名目GDPの推移
出所：IMF “World Economic Outlook”をもとに経団連事務局作成
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■図—1　海洋産業の分類

図1　従来の貿易統計のイメージ 図2　付加価値貿易統計のイメージ
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■図—3　付加価値貿易統計（TIVA）
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のがTIVAである．輸出総額では日本は中国の半分くらいであ

るが，それに占める付加価値の割合は日本が85％，中国は

67％，アメリカは89％となる．日本の健闘ぶりがうかがえるが，

今後もアメリカを目標として研究開発など付加価値向上へのさ

らなる取り組みが必要である．

3――経団連ビジョン：「豊かで活力のある日本」の再生

経団連では，2015年1月，目指すべき国家像や経団連の使

命等をまとめた経団連ビジョンを発表した．

その中で，日本経済再生の大きな鍵に「イノベーション」と

「グローバリゼーション」を位置づけている．「イノベーション」

というと従来は技術革新が中心だったが，これに加えて社会

や制度を従来の慣例にとらわれないで新しく変えていくという

意味でも使っている．

例えば，女性の活躍の場を広げていくということや働き方を

多様にするということが挙げられる．労働者の働き方は，労働

基準法に則して決まっているが，労働基準法は明治時代の工

場法の流れを汲んだものである．つまり9時から17時まで働く

工場勤務を想定したものである．現在となっては，その勤務体

系が適している業種もあれば，適していない業種もあり，それ

ぞれの業種に合わせた柔軟な勤務が選択できるようにすべき

であろう．例えば，研究職やプログラマーなどのように一定の

成果を目指して取り組む仕事に対しては，もっと自由に時間を

使って成果を上げる仕組みがあってもよいだろう．

またビジョンの中で，2030年までに目指すべき国家像という

ものを掲げている（図―4）．1つは豊かで活力ある国民生活を

実現するということ．2つ目は人口1億人を守るという目標を決

めて，必要な施策を打っていくということ．そのためには少子

化対策だけではなく，農業や観光をしっかりと振興し，魅力の

ある地域を形成することが必要だろう．3つ目は，国際競争に

勝てる国の基盤を作る．例えば，法人税，エネルギー政策，規

制の問題があるだろう．今年は賃上げが話題となったが，賃上

げの前にはまず企業が収益を生み出せる環境の整備が重要で

ある．法人税やエネルギー政策，規制改革など国際競争に勝

てる政府の環境整備があってこそ，企業収益が改善し賃上げ

につながってくる．また投資についても今までは行き過ぎた円

高ということもあり，日本の製造業はほとんどの投資を海外で

行ってきた．海外での投資は国内経済には直接プラスにはな

らなかった．最近は適正な為替水準や税制の改正などを受け

て，製造業にも日本国内に回帰しようとする動きがある．この

流れを続けていかなくてはならないし，経済界も協力していか

なくてはならない．4つ目は地球規模の課題，特に環境や防災・

医療健康の課題を克服していく必要がある．

■図—4　2030年までに目指すべき国家像（経団連ビジョン）
出所： 経団連作成
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■図—5　2030年に向けた付加価値創出

注：数値は実質ベースの付加価値．
出所：みずほ銀行産業調査部の試算をもとに，経団連事務局作成
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また，経団連ビジョンではビジョンで提言した内容を実現し

た場合と現状を放置した場合を比較して，マクロ経済指標の

試算を行っている．ビジョンを実現した場合には，今後年平均

3.2％で名目GDPが成長，政府の長期債務残高も減少すると

いう試算ができている．

ビジョンを実現した場合の2030年の付加価値額は全産業

で2013年度比210兆円増を想定している（図―5）．210兆円と

いうのは今のGDPの約4割に相当する．既存産業で110兆円，

新産業で100兆円の付加価値増を試算している．その新産業

群のひとつに海洋資源開発も位置づけられている．

4――我が国の海洋政策

8年前の2007年に海洋基本法が制定された（図―6）．海洋

国家でありながら基本法が制定されたのはわずか8年前のこ

とになる．制定後は政府民間を挙げて取り組みが加速してきて

いる．海洋基本法に則って定めた現在の第2次海洋基本計画

の中身は海洋の開発利用，安全など幅広いものとなっている．

計画推進のため2007年に総理大臣を本部長とする総合海

洋政策本部が設置された（図―7）．この総合海洋政策本部の

事務局が，海洋基本計画の実行を担っていく重要な役割を果

たしている．

また総理が任命する有識者による参与会議というものがあ

り，現在，私が座長を務めている．様々な分野のエキスパート

10名からなる参与会議では，①新海洋産業振興・創出，②海

域の利用の促進等の在り方，③海洋環境の保全等の在り方，

④海洋産業人材育成・教育の4つのプロジェクトチームを作り，

1年間集中的に議論をして，今年の5月に意見書を手交した．

特に②について，日本は世界で6番目に広いEEZ（排他的経

済水域）の有効活用を検討する必要がある．また④について

は，現在日本の大学では海の関係する学部を持つ大学が大幅

に減ってきており，造船や海運にとどまらず海洋の資源開発や

そこで使われる先端技術を担う人材の育成が重要であるとい

う認識に立っている．

5――経団連の海洋産業振興に向けた取組み

近年，経団連も海洋産業や海洋開発取り組まなくてはなら

ないという認識を強めている．今年3月，経団連では「海洋産

業の振興に向けた提言」をまとめた．

国内ではメタンハイドレードや熱水鉱床の開発により一層

力を入れること，海外では相当な規模で開発が行われている

ブラジルや北海などのプロジェクトに日本企業が参画できるよ

う競争力や連携を強化することの必要性を提言した．その推

進のためには産官学による協議会を設置し，産官学が協調し

ながら進めていくことや海洋関連予算のさらなる充実が必要

である．

6――政府・民間企業の海洋開発に向けた取組み

6.1  政府系機関の取組み

JOGMEC（独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機

構）では，メタンハイドレードの探査開発，天然ガス基礎調査，

海底熱水鉱床などに取り組んでいる．

またJAMSTEC（独立行政法人 海洋研究開発機構）では，

海底資源研究開発，総合海洋掘削科学の推進（地球深部探

査船「ちきゅう」（図―8）），海洋・地球環境変動研究開発，海

域地震発生帯研究開発，海洋生命理工学研究開発，海洋フ

ロンティアを切り拓く研究基盤の構築などに取り組んでいる．

「ちきゅう」は大変能力を持った船だが，運用予算が不足し

ている．1年のうち半分ぐらいしか利用できず，残り半分はオイ

ルメジャーなどに貸し出されているという状況がある．予算を

①海洋基本法（2007年7月）

海洋政策の新たな制度的枠組みを構築するため，平成19年，
海洋基本法が成立（議員立法）．

②海洋政策の推進体制

○ 海洋基本計画の策定（2008年3月）

 ・海洋に関する施策についての基本的な方針，海洋に関し，政府が
   総合的かつ計画的に講ずべき施策等を規定．
 ・おおむね5年後ごとに見直し．現行計画は2013年4月に改訂．
現行計画概要：1．海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和
　　　　　　　2．海洋の安全の確保
　　　　　　　3．科学的知見の充実
　　　　　　　4．海洋産業の健全な発展
　　　　　　　5．海洋の総合的管理
　　　　　　　6．海洋に関する国際的協調
　　　　　　　7．海洋教育の充実及び海洋に関する理解の増進

○ 総合海洋政策本部の設置（2007年7月）

■図—6　わが国の海洋政策
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・副本部長
　　内閣官房長官
　　海洋政策担当大臣
・本部員
　　本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣

■図—7　海洋政策の推進体制
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しっかりつけていくことが重要である．

6.2  民間企業の取組み

民間では，造船各社がブラジルの造船会社への資本参加

を行っている．ブラジルの造船会社ではリグ（海上のプラット

フォーム）やFPSO（浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備）

を製造しており，そのノウハウを取得し，日本に持ち帰ろうとい

う取組みである．ブラジル側の事情により，事業が遅延してい

るが，早期解決が望まれる．

日本郵船においても，海運だけでなく海洋開発の分野に関

わっていくために，ドリルシップ，FPSO（図―9），シャトルタン

カーなどに参画している．

6.3  サブシーシステムによる海洋石油・ガス開発

サブシーシステムによる海洋石油・ガスの生産の流れを紹介

する（図―10）．まず海上には汲んできた石油を貯蔵生成積出

するFPSOがある．1,000億円以上する船であり非常に注目さ

れているが，これらを建造できるのは韓国勢がほとんどで日本

勢は参入できていない．しかし，ここでは海底にも注目する必

要がある．海底には油田から石油をくみ上げる生産設備がい

くつもあり，パイプを通じてFPSOまで運んでいる．この海底の

生産設備の経済規模は上に浮かんでいるFPSOよりもはるか

に大きなものとなっている．これらの生産設備やパイプの構築

についても欧米勢が占めており日本勢は参入できていないとい

う現状がある．

このFPSO，海底生産設備，海中のパイプの3つ市場規模は

2010年現在で約15兆円となっている．世界の造船の市場規模

がそもそも10兆円と言われているので，2010年の段階で既に

それをしのぐ規模になっている．2020年には2倍，2030年は3

倍以上の市場規模になることが予測されており，原油価格の

関係もあり不確実要素もあるが，市場が伸びることは確実で

ある．日本勢もこの市場に参入すべきであろう．

■図—8　地球深部探査船「ちきゅう」 ■図—9　FPSO（浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備）

出所： 坂本隆（新日鉄住金エンジニアリング株式会社）「海洋石油開発関連産業の現状と課題−大水深・サブシー事業へのチャレンジ−」 
2012年12月18日キヤノングローバル戦略研究所第3回海洋シンポジウム「海洋立国への新たな展開」講演資料

■図—10　サブシーシステムによる海洋石油・ガス開発
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（FPSOの他TLP，FPUなどの浮体）

Subsea Production System（SPS）；
海底に設置される生産設備

Subsea System

Manifold

Subsea Tree

UmbilicalUmbilical

FlowlineFlowline

RiserRiser

FPSO

FMC社HPに加筆

URF（Umbilical, Riser, Flowline）；
生産ガス・石油の移送設備
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ター，大口荷主が連携して，効率よくものを運ぶ仕組みを作って

いる．特に瀬戸内地方では海事クラスターが発展してきた．

なかでも四国の今治にはその海事クラスターの典型がある．

造船業は14社あり，日本の新造船の3割のシェアを占めてい

る．外航船舶主業も約70社あり，日本の外航商船の3割を占め

ている．外航船舶主業者の多くは家業として代々船主を営ん

でおり，現在でもオペレーターに10年単位で船を貸している．

地元の金融機関も船舶金融に対して非常に熱心に取り組んで

いる．村上水軍以来の歴史や船員養成の学校教育など地域を

挙げた取組みが発展の背景となった．

8――さいごに

今後の日本の海洋産業において，伝統的な海事産業では今

も十分な強みがあり，これをさらに強化し発展していく必要が

ある．税制の取組みやシーレーンの安全確保は引き続き重要

である．

また海洋開発などの今後チャレンジすべき分野では，官民

学を挙げて，引き続きチャレンジをしていくことが重要である．

そして，引き続き国民が海洋国家の一員として海に関する関

心を高められるよう，例えば海の日などの機会を大事にしてい

く必要がある．

（とりまとめ：加藤博敏，北野喜正）

7――日本の海事産業の現状

7.1  日本の海事産業を取り巻く環境

日本の伝統的な海事産業を取り巻く環境を見てみる．まず原

油価格は最近下落し，最近は60ドル/バレル前後にある．2006

年以前は40ドル/バレル以下で推移していて，60ドル/バレルを

超えたのは2006年のことであり，下がったとはいえ依然として

高水準である．今後どのように推移するかは投機的な動きもあ

り予測できないが，それを踏まえた経営をする必要がある．

鉄鉱石や石炭を運ぶばら積み船の運賃の指数であるバル

チック指数は，ここ2年ほどは底を這うような動きをしている．

中国の旺盛な海運需要が一巡したものの，船の発注は2〜3年

前行われているため需給ギャップが解消されずにいる．まだ

1〜2年は低運賃が続くと考えられている．

造船の発注残は，日本もある程度は抱えているが，中国と

韓国はそれ以上の発注残を抱えている．特に中国の造船所で

は過剰設備が問題になっているが，政府の取組みにもかかわ

らずなかなか整理ができていない現状がある．

7.2  日本の海運・造船の強み

今後，日本の海運・造船産業では自らの強みを再認識し，そ

れをさらに強くしていくことが必要である．

強みとしてまずフルセット海事クラスターの存在が挙げられ

る．海事クラスターでは船主，造船所，舶用機器，金融，オペレー
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人口減少地域の鉄道を取り巻く地域の課題に関する研究

運輸政策研究機構運輸政策研究所研究員

1──はじめに

人口減少やモータリゼーションの進展に伴い，地域鉄道の

収支採算性は悪化し，多くの路線が廃止となった．現時点で存

続している地域鉄道もその経営環境は総じて厳しいものとなっ

ており，公的な財政支援が必要不可欠となっている．一方，交

通弱者対策，地域の環境改善及びまちづくりに資するなど，地

域公共交通の維持という観点から，地域鉄道が見直されつつ

ある．自治体は鉄道が存在することによる地域にもたらす効果

や影響（以下，「鉄道の効果・影響」という．）を理解し，関係者

をとりまとめる必要があることから，その役割は増大している．

そこで本研究では，自治体が「鉄道の効果・影響」をどのよ

うに検討・整理し，関係者と合意形成を図ったのか分析するこ

とを目的とする．具体的には，近年，存廃議論が展開された3

路線を取り上げ，各地域での存廃議論を分析するとともに，自

治体による検討内容を踏まえた関係者との合意形成に関して

ヒアリングを通じて実態を把握することとした．

2──地域鉄道を取り巻く現状と課題

2.1  地域鉄道の現状

国鉄分割民営化以降，収支採算性の悪化に伴い地域鉄道

の総輸送人員は平成3年をピークに徐々に減少し，廃止路線

が増加している．地域鉄道におけるコスト構造をみると，維持

管理費と減価償却費を合わせた鉄道施設の保有に係る経費

が全体の44％を占めている（図─1）1）．仮にこの経費を地域が

支援し，鉄道事業者が施設保有に係る経費を負担しないなら

ば，表─1のとおり赤字事業者数は67から18に減少することに

なる．

2.2  存続路線及び廃止路線の事例

自家用車の普及により，支線などの鉄道路線だけでなく，人

口集積のある地方都市にまで鉄道路線の廃止が及んでおり，

平成12年以降に廃止された地域鉄道の路線延長は約670km

となっている．このような状況の中，「地域公共交通活性化再

生法」が平成19年10月に施行され，若桜鉄道，福井鉄道，三

陸鉄道及び信楽高原鐵道の沿線自治体が同法に基づく「地

域連携計画」を作成し，鉄道事業に対し支援を行っている．ま

た，平成26年11月には「地域公共交通活性化再生法」の改正

が施行され，北近畿タンゴ鉄道及び四日市あすなろう鉄道の

沿線自治体が同法に基づく「地域公共交通網形成計画」を作

成し，鉄道事業に対し支援を行うことになった．

一方で「地域公共交通活性化再生法」の施行後も鉄道路

線の廃止が続いている．十和田観光電鉄は，東日本大震災及

び東北新幹線新青森駅延伸に伴う長距離客の減少により，

沿線自治体に対し，平成23年度から10年間で約5億2千万円

の財政支援を要請したが，沿線自治体は「従来の枠組みを超

えた支援は難しい．」として，平成24年4月に廃止となった2）．こ

のように鉄道事業に対する国の支援制度が確立された状況で

あっても鉄道が廃止される事例があり，廃止に至るまでの議

論の内容をみると，「鉄道の効果・影響」を検討し存廃の判断

をすべきところ，収支採算性を基準に存廃の判断がなされて

いるようにみえる．

そこで，本研究では「鉄道の効果・影響」を自治体がどのよ

うに検討・整理し，関係者と合意形成を図ったのか分析する．

■表—1　施設保有に係る経費の有無と鉄道事業者の関係
単位：数

施設保有に係る経費含む 施設保有に係る経費除く

赤字事業者 67 18
黒字事業者 25 74

計 92 92

■図—1　鉄道事業のコスト構造

31％

13％

47％

9％
維持管理費等

減価償却費

運輸費等

一般管理費等

維持管理費等＋減価償却費＝44％

※Ｈ23鉄道統計年報（92事業者）
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3──「鉄道の効果・影響」に関する検討

3.1  「鉄道の効果・影響」について

地域鉄道における「鉄道の効果・影響」については「鉄道プ

ロジェクトの評価手法マニュアル」3）の地域鉄道における新線

整備・既設線改良事業等における効果・影響及び指標の例を

参考に表─2のとおり整理した．

3.2  「鉄道の効果・影響」を検討する必要性

鉄道事業者から自治体への支援要請がきっかけとなり存廃

議論が開始され，自治体は鉄道の必要性に関して検討を行う

ことになる．自治体は将来人口，予算の状況，「鉄道の効果・

影響」を踏まえ鉄道の必要性を総合的に検討し，存続に向け

た方針を決定することになる．自治体は利用者，住民，議会，

地元団体，有識者，国・県等の関係者に対し，存続の方針や負

担割合を説明することによって，関係者は税金や鉄道事業に

対する支援などの負担に見合った「鉄道の効果・影響」を地域

が受けているか判断が可能となる．このように鉄道の存続に

向けた合意形成を図るためには，自治体が「鉄道の効果・影

響」を十分に検討し，把握しておくことが重要となる．

一方で，鉄道の廃止に向けた合意形成を図る際も「鉄道の

効果・影響」の検討が必要かつ重要である．それは「鉄道の効

果・影響」は利用者，鉄道事業者，地域社会，地域経済，環境，

安全など地域の広範囲に及んでおり，鉄道を廃止することに

よって，地域にとって様々な負の影響をもたらすからである

（表─3）．このように鉄道の廃止の際にも「鉄道の効果・影響」

を検討し，鉄道が存在しないことによる地域にもたらす負の影

響を確認しておくことが重要である．過去の廃止路線をみる

と，地域にもたらす負の影響が顕在化しても，鉄道はほとんど

復活することができていない．このように鉄道の廃止に向けた

検討にあたっては，短期的な視点だけではなく長期的な視点

に立った判断が必要である．

3.3  国と地域が一体となった地域公共交通の取組

持続可能な地域公共交通網の形成に資する形で地域公共

交通の活性化や再生を推進していくため，平成26年11月26日

に「地域公共交通の活性化再生法」の改正が施行された．ま

ちづくりや観光振興等の地域戦略との一体性を確保し，地域

全体を見渡した総合的な公共交通ネットワークの形成を図る

観点から「地域公共交通網形成計画」の策定が可能となった．

この計画の下に「鉄道事業再構築実施計画」が位置付けられ，

国・県・地域から地域鉄道に対し，様 な々支援を実施すること

が可能となった．京都市と並んで全国で第1号となる「地域公

共交通網形成計画」の認定を受けた四日市市は，鉄道施設と

車両を保有しその費用を地域が負担することで近鉄内部・八

王子線を支援する仕組みを構築した．

3.4  自治体の課題

地域にもたらす「鉄道の効果・影響」は広範囲かつ多岐に

及ぶため，「鉄道の効果・影響」を自治体が検討するには専門

的知識やマンパワーが必要となる．しかし，多くの自治体では

これらが慢性的に不足している状況から，自治体によって「鉄

道の効果・影響」の検討内容に差が生じている．

4── 「鉄道の効果・影響」に関する地域での 

議論の状況

4.1  「鉄道の効果・影響」に関する存廃議論

近年，存廃議論のあった鉄道の事例として近鉄内部・八王子

線，岳南鉄道，十和田観光電鉄を取り上げ「鉄道の効果・影響」

について地域ではどのような検討を行っているのか，「鉄道プロ

ジェクトの評価手法マニュアル」における「鉄道の効果・影響」

の評価項目に照らし，市町村議会における鉄道存廃問題に関

する質疑応答について分析を行った．市町村議会の質疑応答

に関するテキストデータは各市町村のホームページに誰でも閲

覧ができるよう保存されており，このデータを使用することによっ

■表—2　地域鉄道の主な「鉄道の効果・影響」

評価項目 効果 ・ 影響

利用者への
効果・影響

・所要時間の短縮
・乗換回数の減少
・運行頻度の増加による利便性向上
・運行頻度の増加による他地域とのつながり強化

供給者への
効果・影響 ・利用者数の増加による経営安定化

社
会
全
体
へ
の
効
果
・
影
響

住民
生活

・拠点地区への所要時間短縮
・新幹線停車駅や在来特急停車駅への所要時間短縮
・新駅設置による利便性向上
・移動時間短縮に伴う生活関連施設へのアクセス向上
・高齢者の外出機会の増加

地域
経済

・交通利便性向上による地域の生産性の上昇
・交通利便性向上による企業誘致可能性や立地規模の増大

地域
社会

・鉄道駅が地域のシンボル
・鉄道により地域の知名度が向上

環境

・ 自動車利用者が鉄道を利用することによる地球温暖化の
負荷軽減

・ 自動車の利用者が鉄道を利用することによる地域の環境
改善

安全 ・ 自動車の利用者が鉄道を利用することによる道路交通事
故の減少

■表—3　鉄道廃止代替バスが地域に及ぼす影響3）

要因 地域に及ぼす影響

代替バスの定時性及び運行頻度の低さ ・自家用車、家族送迎の増

・既設鉄道路線との接続性の低下

・代替バスの利用低迷

・外出機会の減少

・交通渋滞の発生

代替バスの運賃が割高 ・交通費支出の増
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て各地域での議論の内容を分析した5）－7）．一例として表─4に

富士市議会での岳南鉄道に関する議論の内容について示す．

表─4に示すとおり評価項目の全てに具体的な議論が展開

されていたことがわかった．具体的には利用者への効果・影

響については交通弱者対策に関する議論，供給者への効果・

影響については将来の利用者見通しに関しする議論，住民生

活については，超高齢社会の観点での必要性に関する議論，

地域経済については工場夜景の誘客事業としての可能性を感

じたという議論，地域社会については，岳南鉄道の存在効果

に関する議論，環境と安全については都市政策のツールに位

置付けるという観点で議論されていた．このような視点で各評

価項目に照らして議論の有無について，表─5のとおり整理し

た．存続した地域のうち富士市議会については，すべての評価

項目について議論していたものの，四日市市議会では供給者

への効果・影響と地域経済に関して，議論はしていない状況

が分かった．また，十和田市議会では利用者への効果・影響，

住民生活，地域社会に関して議論していたことが確認できた

が，供給者への効果・影響，地域経済，環境・安全については

議論できなかったことがわかった．

4.2  存廃議論の期間

地域公共交通の活性化・再生法が施行した平成19年10月

以降に存廃の判断がなされた地域を対象に存廃議論の期間

について整理したところ，図─2のとおりとなった．存続路線は

存廃議論が発生してから結論までに1年以上経過していた．ま

た，四日市市議会（近鉄内部・八王子線）は富士市議会（岳

南鉄道）と比較し，長い期間にわたって議論していたが，すべ

ての評価項目に関して議論していないことがわかった．

5──「鉄道の効果・影響」に対する検討・合意形成

に関する実態把握

5.1  各地域における検討内容

各市町村議会の議事録分析では，「鉄道の効果・影響」につ

いて地域によって議論の内容に差があること，議論の期間に

ついては，存続路線は存廃議論が発生してから結論までに1

年以上経過していたことがわかった．これを受け，自治体が

「鉄道の効果・影響」を検討した内容にどのような差があるか，

存続路線と廃止路線を対象に自治体へヒアリングを行った．

ヒアリング結果を表─6のとおり示す．

5.1.1  四日市市の事例

四日市市は近鉄内部八王子線の必要性に関して下記のとお

■表—4　岳南鉄道に関する富士市議会の議論

評価項目 具体的な議論

利用者への
効果・影響

目前に迫った超高齢社会に鉄道の必要性は高い．
（交通弱者対策）

供給者への
効果・影響

1日当たりの平均乗降客数は，この10年間でおよそ
9％増加しており，今後の乗降客数も増加していく
と期待している．

社
会
全
体
へ
の

効
果
・
影
響

住民生活 平成27年度には4人に1人が高齢者に達し，岳南鉄
道は超高齢社会に必要である．

地域経済 岳南鉄道だとか田子の浦港だとかを含めた工場夜
景というものに誘客事業としての可能性を感じた．

地域社会 岳南鉄道の存在が副次的な効果をもたらすような
ケースは数多く考えられる．

環境 岳南鉄道の今後の方向性は，単に移動手段としての
範疇だけでなく，安全性や確実性，環境負荷，さらに
は都市政策のツールとして位置づける必要がある．安全

■表—5　関係市議会における議論

評価項目

存続 廃止

近鉄内部・八王子線 岳南鉄道 十和田観光電鉄

四日市市 富士市 十和田市

利用者への
効果・影響 ○ ○ ○

供給者への
効果・影響 ○

社
会
全
体
へ
の

効
果
・
影
響

住民生活 ○ ○ ○

地域経済 ○

地域社会 ○ ○ ○

環境 ○ ○

安全 ○ ○

※「○」は議論があったことを示す

■表—6　各地域における検討内容

存続 廃止

評価項目 近鉄内部・八王子線
四日市市

岳南鉄道
富士市

十和田観光電鉄
十和田市

利用者への
効果・影響 交通弱者対策 所要時間

短縮便益 利用者の足

供給者への
効果・影響 経費・収入 経費・収入 経費・収入

社
会
全
体
へ
の

効
果
・
影
響

住民生活 道路渋滞の影響 家族による
送迎の増 −

地域経済 特殊狭軌線を観光
資源として活用

地元企業への
影響 −

地域社会 コンパクトシティ
政策に資する

仮想的市場
評価法注1）による便益 −

環境 環境に優しい 混雑緩和等 −

安全 交通事故に
対する影響

道路交通事故
削減便益 −

凡例： 定性的に整理  定量的に整理

2
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■図—2　関係市町村議会における存廃議論の期間
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り5項目を設定し検証していた．

①少子高齢化を迎え，まちづくりにとって鉄道は必要不可欠

②歴史ある路線を観光資源として活用可能

③鉄道は地球環境にとって最も優れた交通機関

④上位計画において近鉄内部・八王子線が公共交通施策とし

て位置付けられていた

⑤廃線となった場合の代替交通では輸送が困難

上記整理項目に加え，今後10年間の運賃収入，利用者数，

人件費，設備更新費をいくつかのパターンでシミュレーション

をして鉄道事業の継続性について検証していた．「鉄道の効

果・影響」については主に定性的な観点で整理していることが

わかった．

5.1.2  富士市の事例

富士市では岳南鉄道の必要性に関して下記のとおり3項目

を設定し検証していた．

①鉄道事業に係る費用便益分析

②鉄道事業の継続性・安全性の検証

③旅客事業に係るサービスの質の検証

①では「鉄道の効果・影響」に関して，極力定量的に把握で

きるよう努め，やむを得ず定量的に把握できない項目について

は定性的に整理していた．鉄道プロジェクトの評価手法マニュ

アルにおける全ての評価項目をこの項目で検証していた．②で

は鉄道事業の収支と将来の見込み，利用者の見込み，事業者

の自助努力及び地域が一体となった取組について検証してい

た．③では地域住民へのアンケートを通じて岳南鉄道に関す

る満足度について検証していた．

これらの検証をみると「鉄道の効果・影響」に関する項目だ

けでなく広範囲な視点で検証を進めていることがわかった．

5.1.3  十和田市の事例

駅舎，変電所などの更新費用が10年間で5億2,100万円必要

となることが判明し，沿線自治体へ支援要請を行ったことが十

和田観光電鉄の存廃議論の契機となった．この要請を受け，

十和田市は利用者への効果・影響として，利用者数の将来予

測を定量的に把握するとともに，供給者への効果・影響として

利用者の足の確保について定性的に把握し，地域住民など関

係者へ説明を行った．一方で社会全体への効果・影響につい

ては早急に存廃の結論を出さざるをえない時間的な制約が

あったため，検討できない状況であった．

5.2  その他特徴的な「鉄道の効果・影響」の検討内容

富士市では「鉄道の効果・影響」に関して，他の市とは異な

る特徴的な検討を行なっており，これらの検討が関係者との

合意形成に大きく寄与していた．具体的な検討内容は鉄道を

路線バスやコミュニティバスと同等の輸送モードとみなして比

較・検討していたことである．この検討の結果，鉄道は路線バ

スよりも輸送人員が圧倒的に多いこと（図─3），利用者一人当

たりの市の負担額が最も小さいこと（表─7）に気付くことがで

きた．このように他のモードと比較することによって，鉄道が一

概に高い負担になっていないことがわかった．さらに社会的な

便益について，鉄道プロジェクトの評価手法マニュアルに準じ

て仮想的市場評価法注1）で計測し，これを根拠に公的支援を

実施していた．

5.3  各地域における合意形成

各地域における合意形成については表─8のとおりである．

各市は各議会に対して必要に応じて説明を行うとともに，地域

住民に対しては広報誌や説明会等で説明を行っていた．近鉄

内部・八王子線については公有民営方式で存続方針を確認し

た後，平成26年3月に新会社設立，平成26年7月に法定協議会

設置，平成26年12月に地域公共交通網形成計画の策定と鉄

道事業再構築実施計画の国への認定申請，平成27年3月に認

定を受けて4月に新会社として鉄道の運行を開始している．

5.4  各地域における検討・合意形成に係る課題

「鉄道の効果・影響」等を検討・合意形成する際の課題につ

いて，関係市へヒアリングしたところ，大きく2項目あった．ひと

つは「鉄道の効果・影響」に対する検討が困難であること，も

■表—8　各地域における合意形成の状況

存続 廃止

近鉄内部・八王子線
四日市市

岳南鉄道
富士市

十和田観光電鉄
十和田市

議会への説明 月1〜2回 適宜 3回（2ヶ月）
住民への説明 広報誌 広報誌 説明会等

議会議論の期間 H20.9〜H25.8 H24.2〜H26.3 H23.6〜H23.9

合意形成内容 公有民営方式で
存続方針確認

3年間支援
（6,500万円/年） 存続断念

■表—7　利用者一人あたり市の負担額に関する比較

1人あたり市負担額
（円/人） 年間利用者（人）

山交タウンコーチ
（観光タクシー） 165 103,000

コミュニティバス（しおかぜ） 387 13,000
コミュニティバス（ひまわり） 213 47,000
路線バス（37路線） 165 1,540,000
鉄道（岳南鉄道） 26 770,000

739739
523523

4040

鉄道

路線バス（吉原中央駅・富士駅間）

路線バス（富士駅・富士見台団地間）

コミュニティバス（しおかぜ）

単位：人/日

2,1192,119

■図—3　輸送人員に関する比較
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う一つは関係者への説明が困難であることである．このうち

「鉄道の効果・影響」に対する検討が困難であることについて

は下記の内容について意見があった．

①鉄道プロジェクトの評価手法マニュアルの存在を認識して

いなかった

②社会的便益を定量的に把握するのに時間と費用がかかる

③運行経費や更新費用は行政では妥当性を検証できないこと

④少人数で高度な専門知識が求められること

廃止となった十和田観光電鉄のケースでは，①のとおり鉄

道プロジェクトの評価手法マニュアルの存在を認識していな

かった点と②のとおり検討に必要な十分な時間が確保できな

かったことが指摘された．また，③については，四日市市と富

士市の双方の意見である．

また，関係者への説明が困難であることに関しては下記の

内容について意見があった．

①関係者から第三者の専門家の意見が求められる

②仮想的市場評価法の結果を鉄道存続反対派に理解が得ら

れにくい

③非鉄道利用者に鉄道の必要性に関する説明が重要

四日市市では鉄道の社会全体への効果・影響を定性的に

把握することを主体に行っており，これが一部の議会関係者に

対して説明が困難であったことが背景として①〜③について

指摘した．

6──まとめ

関係市における存廃議論と各自治体がおこなった「鉄道の

効果・影響」に関する検討内容についてまとめると表─9のと

おりとなった．

本研究では地域が「鉄道の効果・影響」に関して何を検討

し，関係者と合意形成を図ったのか分析を進めた．その結果，

地域によって「鉄道の効果・影響」の分析手法や検討内容に

相違があった．一定期間，検討していた四日市市及び富士市

では，「鉄道の効果・影響」を幅広く検討し，「鉄道の効果・影

響」について関係者へ説明し合意形成を図って鉄道を存続さ

せる判断をした．また，「鉄道の効果・影響」の検討にあたり限

られた人員で専門知識を深めつつ，幅広く検討していた．一方，

「社会全体への効果・影響」については何を検討すべきか，どの

ように検討すべきか各自治体では苦慮していた．十和田観光

電鉄では検討が短期間であったため，鉄道の効果・影響を十

分に検討・議論できなかった．

今後，沿線人口の減少に伴い，多くの鉄道路線で存廃の危

機に直面することが想定され，その時には，既に検討する時間

的な余裕がなく，廃止を免れないケースもある．存廃問題時に

は検討の過程で，「鉄道の効果・影響」を十分に検討し，合意

形成を図ることが重要である．このためには「鉄道の効果・影

響」の検討は一定の期間が必要であり，一定の期間を確保する

ためには，日常より自治体と鉄道事業者は「鉄道の効果・影

響」について情報を共有することが必要である．鉄道の社会全

体への効果・影響は，まちによって様 な々評価が可能であるた

め，日常より自治体はどのような効果がまちにもたらされてい

るのかを定性的に把握しておくことで，存廃の危機に直面した

時でも速やかに鉄道に対する評価・判断が可能となり，関係

者への説明も容易になると考える．

注

注1）「仮想的市場評価法」とは，アンケート調査を用いて人々に支払意思額等を

尋ねることで，市場で取り引きされていない財（効果）の価値を計測する手法

である．鉄道の存在効果に関する便益の計測方法として鉄道プロジェクトの

評価手法マニュアルに記載されている．
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■表—9　存廃議論と検討内容との比較

評価項目

存続 廃止

近鉄内部・八王子線
四日市市

岳南鉄道
富士市

十和田観光電鉄
十和田市

議会議論 自治体 議会議論 自治体 議会議論 自治体

利用者への
効果・影響 ○ 定性 ○ 定量 ○ 定性

供給者への
効果・影響 定量 ○ 定量 定量

社
会
全
体
へ
の

効
果
・
影
響

住民
生活 ○ 定性 ○ 定性 ○

地域
経済 定性 ○ 定性

地域
社会 ○ 定性 ○ 定量 ○

環境 ○ 定性 ○ 定性

安全 ○ 定性 ○ 定量

まとめ 議会議論のない
項目も検討

議会議論のあった
全ての項目を検討

議会議論・検討は一
部の項目に留まった
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旅客運送事業の安全確保に係る利用者の行動に関する研究

運輸政策研究機構運輸政策研究所主任研究員

1――本研究の背景・目的

公共交通においては，平成17年のヒューマンエラーによる事

故・トラブル多発以降，次のような安全確保スキームが構築さ

れている．すなわち，

（1）事業者は，「安全確保は最大の使命」1）という安全意識の 

下，安全対策を講じる．

（2）行政は，運輸安全マネジメント評価により安全意識を，保

安監査により安全対策をそれぞれチェックする2）．そして，関越

道高速ツアーバス事故等を受けて，行政は，主として，交通事

業者に対して安全対策を追加的に課している3）．

本研究は，旅客運送事業を対象として，リスクコミュニケー

ションの成立を目的に，（1）「利用者」が安全確保のために取る

べき行動とその位置づけ，（2）「利用者」の具体的行動を促す

ために行政や交通事業者が行うべき方策について検討するこ

とを目的とする．

本研究を行うに当たり，文献調査，インタビューのほかに，

本年1月下旬に，首都圏在住者500名を対象とする，WEBアン

ケートを実施した．

2――利用者の具体的行動とその位置づけ

（1）利用者は，2つの行動を通じて，前述の安全確保スキーム

に参画することが求められている．

ひとつは，事業者の安全性のチェックである．

平成10年6月の運輸政策審議会総合部会答申（以下「総合

部会答申」と言う．）では，利用者は事前に完全な情報は知り

得ないこと，内容が極めて専門的であること等の理由から，安

全の確保に関する行政の関与が不可欠とする一方，利用者が

事業者を選択するための安全情報を公開することは，事業者

の安全意識の向上，利用者の安全への関心・選択意識の向上

を促す．結果として，市場メカニズムを有効に機能させる，とし

ている4）．

もうひとつは，不適切行動自粛である．

本研究では，平成22年3月に出された「ガイドライン」5）にな

らい，輸送の安全の確保に影響を与えるおそれがある行為を

不適切行動と言う．鉄道では，ホームでの千鳥歩き・歩きスマ

ホ，バスでは，走行中の移動，航空では，指示に従わず座席ベ

ルトを装着しないことがその例である．

アンケート結果によると，公共交通機関が日常的に行ってい

る安全に関する取組みを利用者が調べることは望ましいと考

える者は72％であった．一方，そのメリットについては，あるか

どうかわからない者が60％となった．つまり，安全性チェック

は望ましいと考える者は多い一方，その意義が漠然としている

者が多い．

一方，利用する交通機関の安全性を日常的に調べる鉄道利

用者，航空利用者は，いずれも，31％，38％という低い数字に

なっている．調べない理由としては，「安全性を判断できない」

がいずれも45％程度と最も高くなっている．

次に，不適切行動による事故を防ぐ責任の所在について尋

ねたところ，「利用者」と考えている者が84％に上った．

不適切行動を行わないよう注意している者は85％，自粛の

呼びかけがあったときに，改めて注意する者は72％と，高い数

字を示した．ただし，ある鉄道会社の話では，「注意している」

と答えた者の中には，他人が見ると注意していない者もいる，

少数の不注意な者が事故・トラブルの原因になっている，との

ことである．

（2）これら2つの行動の位置づけを検討する．

まず，安全性のチェックである．

平成25年に「消費者教育の推進に関する基本的な方針」が

閣議決定された．消費者教育の目的は，被害に遭わない，合

理的意思決定ができる消費者の育成等にあるとしている．安

全に関する領域では，情報収集に努め，危険を予見し，安全性

に関する表示等を確認し，危険を回避する力等を育むべきとし

ている．そして，安全を害するおそれのある商品・サービスに

関する情報提供等の施策が実効性を持つためには，消費者

が，自ら情報の収集，知識の修得，そして情報を提供していく

ことが不可欠としている6）．

総合部会答申及び前述の閣議決定を踏まえると，安全性

チェックは，利用者の責任とは言えないが，必要なものと位置

付けられる．したがって，今後は更に，利用者にその必要性を

訴え，動機づけを行う必要がある．
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次に，不適切行動自粛である．まず，道路交通安全の理念

を見る．

現行の第9次交通安全基本計画は，交通社会の一員として

の責任を自覚し，交通安全意識と交通マナーの向上に努める

良き社会人の育成，交通安全の確保を自らの課題として捉え

る意識改革を目指している7）．このように，道路交通安全にお

いては，交通弱者も含めて全ての国民が自ら適切な行動をとる

ことを求めるとともに，当該行動を責任と位置づけている．

利用者とはお客様であり，安全に関しても保護される立場に

ある．しかし，「公共交通機関」という名が示すとおり，事業者

と利用者で構成される場は，道路交通と同じく一つの交通社

会を形成しており，かつ，泥酔状態や歩きスマホでのホームの

通行，バス運転中の移動等を禁止することは社会通念上妥当

である．また，旅客運送事業に関する法令において一部の行

為は既に禁止されている．

よって，道路交通安全と同じく，不適切行動の自粛は，利用

者の社会的責任と位置付け，その自覚を促す強い情報提供が

必要である．

（3）ここで，利用者にとっての「安全」の意義を整理する．

社会的意義としては，自ら及び他者の生命・財産の保護が

挙げられるが，あわせて，経済的意義もあると考える．すなわ

ち，インタビュー結果によれば，利用者の責めにより事故・トラ

ブルが発生した場合，その損失の一部又は全部を負担しなけ

ればならない場合があり，安全とはこのような損失負担を防止

することである．また，安全性を追求する事業者は，価格や

サービスについても利用者ニーズに応えるよう合理的な水準を

目指す．一方，そのような行動は，安全対策の財源確保のため

にも必要である8），9）．したがって，安全性に着目して事業者を

選択することは，総合的に考えて利用者のメリットとなる．

以上の意義を実現するために，安全性チェックと不適切行

動自粛がある．したがって，これら行動の位置づけに加え，そ

の効果を認識することが利用者の行動促進につながる．

3――利用者の具体的行動を促すために必要な情報

（1）ガイドラインは，事業者に，安全確保のための措置等を，

また，必要に応じて，利用者の不適切な行動が安全に影響を

与えるおそれがあることを伝えるよう求めている10）．総合部会

答申では，利用者へのわかりやすい情報の提供を求めるとと

もに，安全に関する情報はアクセスが容易となるよう配慮すべ

きとしている11）．また，国土交通省のヒューマンエラーに関する

委員会最終とりまとめでは，社内教育・訓練の項で，事故を起

こせば，どういうことになるのかというイメージをより具体的に

持つことを期待している12）．

以上より，利用者に対する情報提供は，「わかりやすさ」「アク

セスの容易さ」が重要であり，「わかりやすさ」とは，「実感でき

る」「具体的である」「簡易である」「論理的である」ことと考える．

以下では，安全情報の改善策を，先程のキーワードを踏まえ

て，検討していく．

（2）まず，利用者が「安全」の意義を「実感」し，「具体」「論理」

的に理解できるために，視覚に訴える情報を充実させることで

ある．具体的には，事故・トラブル映像を収集して，HP等で公

開する．それには，「事故・トラブル防止のために事業者・利用

者が取るべき行動」とともに先程述べた利用者にとっての安

全の経済的意義も含める13）．

これにより，利用者が，2つの行動に，より積極的に取り組む

ようになることが期待される．

第9次交通安全計画の道路交通安全の章では，効果的な

交通安全教育の手法のひとつとして，映像記録型ドライブレ

コーダーによって得られた事故等の情報の活用を掲げてい

る14）．公共交通機関においても，利用者向けに，このような視

覚情報を作成することが望ましいと考えるが，一方，平成22年

の鉄道局調査では，事故の悲惨さ等の積極的伝達は慎重で

あるべき，自殺に関する情報は助長する危険性があるので伝

達すべきではないと述べている15）．よって，内容や伝達手段・

伝達先については慎重に検討する必要がある．

（3）次に，運行（航）時の事故・トラブル情報を具体的に利用

者に伝えるための「明確なアナウンス」である．すなわち，交通

機関は，アナウンスにおいて，判明している範囲で，事故・トラ

ブル原因，特に，事業者，利用者いずれの原因によるものかを

明確にする．すぐに原因が特定できない場合には後程，HP等

で明らかにする，というものである．

このようなアナウンスによって，利用者が，「自らの不適切行

動が事故・トラブルを招き，自らだけではなく，多くの人も巻き

込む」ということ，「交通事業者の安全対策は適切に実施され

ているのか」ということをより意識することが期待される．

ちなみに，アンケートによれば，「非常停止ボタン」「人身事

故」「車両点検」等による列車の遅延情報が流れたとき，より

具体的に原因を知りたいと考える利用者は79％に上った．

具体的なアナウンス例は次のとおりである．「人身事故」に替

えて「酔ったお客様が誤ってホームから転落して事故に遭わ

れた」，「車両点検」に替えて「車内設備に故障のおそれがあっ

た」と言う．また，アナウンスではないが，会社のHPで，利用者

に責めある場合，損害賠償を求めることがあると明記する．ち

なみに，アンケートにおいて，以上の表現に対する利用者の抵

抗感・不安感を聞いたところ，特に，酔った客の転落という表

現，つまり，利用者の行動を明確にすることに，抵抗感が強い

結果となった．
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（4）3点目は，よりアクセスしやすく，かつ，内容を簡易とするた

めのHP情報の改善である．

①「安全確保は最優先事項」であることから，トップページに

は，安全対策の紹介であることが明確となるタブ等を掲載する．

ただし，このようなタブ等を掲載していても，見つけにくい会

社があり，より利用者の目にとまりやすい工夫が必要である．

②（a）安全性の指標となる過去に起こった事故・トラブルの件

数・内容及びそれらへの対応策，（b）会社全体での安全への取

組．すなわち，取組体制と業務のフローと重点的に講じる具体

的対策．安全対策に要する費用と内訳，（c）利用者に要請した

い行動10），を中心に，利用者が短時間で目を通せるよう，一覧性

のある画面にまとめる．

アンケートやインタビュー結果を踏まえると，会社の安全情

報は，理解が困難と考えられているうえ，大部なため，敬遠さ

れがちであると考えられる．したがって，このような情報提供

によって，まず，安全性チェックのための情報へ利用者がより

積極的にアクセスすることを目指す．

アンケートでは，安全性を調べる者が注目する情報のうち

「安全に取り組む体制」が鉄道57％，航空51％といずれも半数

を超えている．具体的な安全対策は鉄道，航空ともにほとんど

見ていない結果となった．これは，アンケートにおいて特に

チェックする項目を書かせるようにしたためと考えられ，実際

には多くの者が見ていると考えられる．一方，過去の事故やト

ラブルの内容・件数が鉄道で40％，航空ではトップの56％と

なっている．

一覧性のある安全対策情報の例として，川崎陸送というト

ラック会社の安全マネジメントの画面を紹介する．A4一枚に，

安全最優先の原則，会社としての安全への取組体制と業務の

フロー，重点施策，目標とその達成状況が簡潔に記載されてい

る16）．これは，法令によりトラック事業者に公表が義務付けら

れている事項を掲載したものであるが，まとめ方は参考になる．

4――利用者に関する意識改革

（1）ここまで，利用者の「安全性チェック」と「不適切行動自

粛」を促進するための情報提供改善策について述べてきた．

しかし，インタビュー結果を踏まえると，いきなり，情報提供を

改善して，利用者に「必要性」や「責任」を訴えれば，利用者

は，負担感を持つおそれがある．また，耳にしたくない情報に

触れる抵抗感もあると考える．同じく，事業者もそのような情

報提供を行うことに負担や抵抗を感じるおそれがある．

したがって，まず，利用者が取るべき行動とその位置づけに

ついて，利用者，事業者，行政が認識を改め，共有する意識改

革が必要となる．また，意識改革も含めて事業者と行政との間

で情報提供に関する役割分担を行う必要がある．

（2）まず，児童時から，公共交通に関する安全について，教育

を行うことが重要となってくる．鉄道局の調査によれば，現に，

鉄道事業者や小学校では，鉄道の安全利用に関する教育を

行っている．そして，同局では，教材等を作成し，安全教育が

広く実施されることを目指している．その内容は，危険行為防

止を指導するものである17）が，年齢が向上するにつれ，「必要

性」「責任」を教えて行くことが適切である．

（3）次に，適切な間隔で，利用者が「必要性」及び「責任」を

再認識するとともに，具体的な行動の内容を理解する場を設

ける必要がある．現在，国土交通省等において，様 な々公共交

通の安全に関する活動が行われているが，インタビュー結果等

によれば，交通事業者の参加を主眼に置いているものが多い．

プラットホーム事故ゼロ運動やバスの車内事故防止キャン

ペーンのように，利用者を対象とするイベントもあるが，不適切

行動自粛を呼びかけることに留まっている18）－20）．

（4）以上を踏まえて，利用者に関する意識改革のスキームのイ

メージを以下に示す．

①まず，学校等における交通安全・消費者教育において，利用

者の行動に関する「必要性」「責任」を学ぶ．

②例えば，全モードの事業者，多くの利用者の参加を募り，国

土交通省が現在実施している安全マネジメントに係るセミ

ナーの拡大版を開催する．そこで，事業者・利用者がそれぞれ

原因となる事故・トラブル事例，事業者や行政が行っている安

全対策の概要を報告し，あわせて利用者の具体的行動のあり

方を説明する．

③前述の事故・トラブル映像集は，国土交通省が作成し，教

育やセミナーの場で活用するともに，関心ある利用者がHPで

閲覧できるようにする．

④「明確なアナウンス」「アクセスし易く簡易な安全情報」は交

通事業者が日常において，利用者に提供する．安全総点検や

各モード毎のキャンペーンの際には，事業者や業界団体が，今

以上に強く利用者へ不適切行動の自粛を求めるとともに，自

分たちがどのような安全対策を講じているのかもPRする．

5―― 安全に関するリスクコミュニケーション 

～事業者に関する意識改革～

（1）アンケートにおいて，安全性と運賃の関係について聞いた

ところ，「安全を確保するためには，運賃が高くてもやむをえな

い」と考える者が61％，一方，運賃がかなり低いと感じる交通

事業者を利用する場合，「その安全性を確認すべき」と考える

者が73％となった．

以上より，多くの利用者は安全にはコストがかかることを理
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解していると考えられるが，日常の行動においても利用者にこ

の考え方を持ってもらうことが重要である．

また，今回のアンケートにおいても，鉄道駅でのホームドア

設置を望む声があった．全国の鉄道駅におけるホームドア設

置数は，昨年9月末現在593駅21）である．しかし，全国には約

9,500の駅（平成24年9月末）22）があり，これら全てにホームド

アを設置することは困難である．また，ドアが設置されるまで

に時間も必要となる．

（2）以上を踏まえて，「安全」に関するリスクコミュニケーション

について説明する．まず，その概念である．

吉川肇子氏の著書によれば，アメリカのNational Research 

Councilは，リスクとは，「被害の生起確率と被害の重大性の

積」と定義し，リスクコミュニケーションにおいては，送り手で

あるリスク専門家から，リスクについての様 な々メッセージを送

られるとともに，受け手から送り手へも，たとえば意見と言うよ

うな形で情報が送られると考えており，氏もこの考え方を採用

されている．重要なのは，リスクコミュニケーションは双方向的

なものであると言うことである（図―1参照）23）．

そして，高度な科学技術等がその対象とされているとのこと

である24）が，筆者は，公共交通の安全も，リスクコミュニケー

ションの対象であるべきと考える．

（3）現在，我が国の公共交通は，利用者利便確保と安全最優

先を大原則としている25）．そして，アンケートやインタビュー結

果を踏まえると，多くの利用者は日常的には，安全対策を事業

者に一任している状況ではないかと考えられる．また，総じて

公共交通の安全は確保されている26）－30）．このような状況は，

利用者と事業者との間のリスクコミュニケーション不足を生じさ

せていると考える．そして，このような状況においては，利用者

は，「安全は当然のこと」と考え，絶対安全を求める31）（インタ

ビュー結果より）．また，問題が生じれば，事業者に対応を求め

る，といった方向に向かいがちとなる．

ところが，現実においては，絶対安全の達成は困難であ

る31）．そもそも安全対策を怠る事業者も存在する．また，前述

のホームドアのように，事業者が安全に投資できる資源には限

りがある．よって，両者の間にギャップが生じることとなる．し

かし，インタビュー結果を踏まえると，事業者は，利用者を第一

に考えており，かつ，安全対策に責任を負うため，このような

ギャップの存在について言いにくい状況にある．

（4）このギャップを埋めるため，利用者に関する意識改革を提

言した．すなわち，利用者が安全性をチェックすることにより，

事業者の安全意識の向上を図る一方で，不適切な行動を自粛

することにより，有限である事業者の安全対策を補完する．こ

のような安全確保スキームを，意識改革により，強化していく

必要がある．そして，そのために，安全対策への関心と不適切

行動自粛の社会的責任の自覚を利用者に促す情報提供につ

いて提言した．

これによって，リスクコミュニケーション不足解消の足掛かり

ができる．

（5）次の段階として，利用者と事業者との間で積極的コミュニ

ケーションを行う必要がある．

事業者から利用者へのリスク・メッセージの内容は3章（4）

②の事項である．

リスクコミュニケーション成立のためには，利用者から事業

者へ，これら情報を踏まえて，事業者が確保すべき安全水準

と，利用者の行動で確保できる安全水準について意見を求め

る必要がある．簡単な例で言えば，前者は，ある鉄道会社が，

A駅にホームドアをつける必要があるか．あるとすれば，いつ

までにつける必要があるのか，ということである．後者は，A駅

の利用者の注意だけで転落事故をどこまで防ぐことができる

か，ということである．これは，特に，A駅にドアをつけないと

なった場合に重要となる（図―2参照）．

（6）コミュニケーションを行うにあたり，事業者と利用者とで共

有すべき認識がある．すなわち，

①安全に関する投資は有限であり，事業者は利用者の要請に

全て対応できるわけではないということ

②その結果，全国一律の安全水準達成は困難であり，路線，

地域，経営状況等ごとに安全水準は異ならざるをえないこと

③安全水準によっては，利用者の負担，すなわち，運賃のアッ

プが必要となる場合があること

④事業者の安全対策の補完手段として利用者の行動が不可

欠であること

主たる送り手 主たる受け手

リスク・メッセージ

（双方向的）

関心・意見の表明

利害関係者
（一般の人々 等）

リスク専門家
（科学者，企業，
行政機関 等）

出典： 『リスク・コミュニケーション−相互理解とよりよい意思決定をめざして−』（吉川
肇子著 1999年，福村出版）を基に作成

■図—1　リスクコミュニケーションのイメージ

○利用者→事業者への意見の内容

○事業者→利用者へのリスク・メッセージの内容

①過去の事故・トラブルの件数・内容とそれらへの対応策
②会社としての安全への取組体制と業務のフロー
③重点的に講じる具体的対策
④安全対策に要する費用と内訳
⑤利用者に要請したい行動

①事業者が確保すべき安全水準
②利用者の行動で確保できる安全水準

■図—2　積極的コミュニケーションのイメージ
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である．

また，コミュニケーション成立のために，事業者は利用者に

わかりやすく，かつ，率直に，すなわち，利用者にとって耳が痛

いことを積極的に伝えるとともに，（5）に述べた2点について，

利用者の意見を聞く努力が必要である．一方，利用者は，事業

者のこのような情報提供に耳を傾け，内容を理解しようとする

努力が必要である32）．

以上のことは，利用者と事業者との間で，もちろん，行政も加

えて，事業者に関する意識改革を行うということになる．このよ

うな意識改革に基づくリスクコミュニケーションを通じて，前述

の安全確保スキームの強化のみではなく，それを超えた「メリ

ハリのある」安全が実現可能となる．

謝辞：本報告に係る調査にあたり，一橋大学大学院教授根本

敏則氏，国土交通省や交通企業の関係者を始めとして多くの

方々から貴重なご意見及びご示唆をいただいた．ここに記して

感謝の意を表する．
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高齢社会に適合した配送サービスの高度化に関する研究

運輸政策研究機構運輸政策研究所研究員

1――研究の背景と目的

現在，買い物弱者や通院弱者といった生活弱者に関する問

題が深刻化している．生活弱者とは，高齢化により車の運転や

外出が困難になった，自宅周辺から生活に必要な施設が撤退

したなどの複数の要因が重なったことで，日常の買い物や通

院が困難な状況に置かれた人々である．特に，買い物弱者に

関しては社会問題となっており，各省庁は同弱者の実態把握

を進めている．経済産業省の試算によると，その数は約700万

人に及ぶ1）．他方，農林水産政策研究所の試算では，生鮮品販

売店舗までの距離が500m以上の高齢者数（65歳以上）は，

全国で約380万人であり，その過半数に及ぶ約220万人は地方

圏注1）に居るとされている2）．今後50年間にわたる日本の高齢化

を踏まえると，買い物弱者をはじめとした生活弱者は一層増

加するだろう．

このような生活弱者を支えるためには，①自由にヒトが移動

できる環境，②必要なときにモノが届く環境の2つの整備が必

要である（図─1）．1点目については，交通政策基本法（2013）

が施行され，具体的な取り組みが進められている．2点目につい

ては，同法のもと，国土交通省が「地域を支える持続可能な物

流システムのあり方」検討会（2014）を設置し，貨客混載の導入

や自家用自動車の活用などの輸送の効率化を検討している．

しかしながら，2点目においては，現行の検討範囲が同省が

所管する分野内に留まっており，多様な問題を抱える生活弱者

の包括的な救済には及んでいない現状にある．例えば，厚生

労働省所管の「へき地医療計画」等での活用が検討されてい

る遠隔診療では，薬剤師等による処方薬の宅配が薬局の人員

稼働の問題から実施困難なケースが多い状況にあるものの，

同状況を解決する有効な施策は現在打ち出されていない．

このような実態を踏まえ，本研究では，生活弱者の包括的な

救済に資する配送サービスのあり方を提案することを目的とする．

なお，本稿では生活弱者のうち社会問題になっている買い

物弱者に着目し，①同弱者が抱える問題，②同問題に対する

現行施策，③今後の研究に向けた着目点，の3点を述べる．1

点目では，買い物弱者が生じる要因を体系的に整理したうえ

で，地域によって買い物弱者が抱える問題が異なることを明ら

かにする．2点目では，買い物弱者問題に対して，民間事業者

と行政が実施している施策の特徴を明らかにする．3点目で

は，研究の対象地域と施策を選定するとともに，今後研究を

進めるうえでの着目点を明らかにする．

2――買い物弱者が抱える問題

2.1  買い物弱者が生じる要因

本研究では，買い物弱者は内的要因と外的要因の2つの要

因により生じると考える（図─2）．内的要因とは本人や世帯に

起因するもの，外的要因とは世帯を取り巻く周辺環境に起因す

るものである．

車社会を前提に考えると，自動車を自分の意思に関係なく

持てないなどの内的要因により交通弱者が生じ，さらに，自宅

周辺に生活に必要な施設がないなどの外的要因により，買い

①ヒトが移動できる環境

②モノが届く環境

環　境 環境整備の視点

②モノが届く ・商品を消費者の家へ如何に届けるか

小売店
（店舗）

消費者
（家）

①ヒトが
　移動できる

・消費者が店舗へアクセスしやすい環境を
・如何につくるか

■図—1　生活弱者を支えるための2つの環境整備（買い物弱者を例に）

自動車 保有

非保有 自らの意思で持たない

生活弱者

・買い物弱者
・通院弱者等

▼内的要因 ▼外的要因

交通弱者
意思に関係なく持てない
・若者（18歳未満）
・高齢者
　外出ができる/できない
　家族がいる/いない

・近所に
　頼れる人がいない
・近所に生活に
　必要な施設がない
・公共交通機関がない

■図—2　買い物弱者が生じる要因
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物弱者が生じる．なお，買い物弱者は元気に外出できる高齢

者もいれば，外出困難者もいるなど，その特性が多岐に渡る点

については留意が必要である．

2.2  買い物弱者が抱える問題

本節では買い物弱者が抱える問題が地域によって異なるこ

とを明らかにする．具体的には，全国の市町村を人口規模と農

業地域分類に基づき，大中都市，小都市，平地，中間地，山間

地の5つに分類した注2）うえで，内的要因と外的要因の2つの視

点に準じて分析を行う．前者では，同居形態及び健康状態と

外出頻度の関係，後者では，商業施設（飲食料品小売業等）

及びバス・タクシーの事業所数と外出手段の関係を確認する．

なお，本稿では紙面の都合上，グラフは省略し，得られた知見

のみを記載する．

内的要因に関しては，単独世帯数のシェアが大中都市や山

間地で高いこと3），高齢者は健康状態の悪化とともに外出頻

度が減少すること4）が明らかとなった．すなわち，支えてくれる

家族がいない単独世帯数のシェアが高い大中都市や山間地

では，健康状態の悪化に伴い，多くの外出困難者が生じる恐

れがあると考えられる．

外的要因に関しては，大中都市などの都市部から離れるに

つれ，商業施設やバス・タクシーの事業所数の密度が疎になる

こと注3），5）－7），外出時の自動車依存が高まること8）が明らかと

なった．そして，このような実態が山間地を中心とした買い物

の不便さを助長していると考えられる9）．

以上を踏まえると，山間地は他地域に比べ外出困難者の存

在や買い物の不便さなど，複数の問題が混在していると考えら

れる（表─1）．

3――買い物弱者問題に対する現行施策

3.1  民間事業者の施策

近年，ネットスーパーを代表とするEコマース市場は，急成長

を遂げており10），多くの会社が参入している．このようなネット

スーパーは，配達時間が注文を受けてから数時間以内と極め

て短いこと，宅配エリアの人口カバー率が大中都市では約

80％に及ぶ一方で，山間地は数％に留まっていること，といっ

た特徴を有している（表─2，図─3）．そのため，必要なモノ

が必要なときに届く環境は人口の多い一部の地域に限られて

いることが確認できる．

3.2  行政の施策

地方自治体が実施している事業の構成比（件数ベース）を

図─4，概況を図─5に示す．小都市から中間地においては，

買い物の不便さが問題として挙げられているなか，タクシー運

賃助成などの「ヒトが移動できる環境」の整備が取り組まれて

いる．一方，山間地においては，外出困難者や買い物の不便さ

などの複数の問題が混在するなか，宅配などの「モノが届く環

境」の整備が取り組まれている．

地域 大中都市 小都市・平地 中間地・山間地

内
的
要
因

同居形態
核家族

核家族
核家族以外

単独世帯 単独世帯

健康状態別
外出頻度

外
的
要
因

商業施設
バス・タクシー

密
密

中程度
中程度

疎
疎

外出手段 公共交通 自動車 自動車

買い物弱者問題
外出困難者 外出困難者

買い物不便さ 買い物不便さ

健康状態の悪化➡外出頻度の低下

■表—1　買い物弱者が抱える問題

会社 開設
年月

エリア※1

（都道府県数）
店舗数
（店）

商品数
（点）

配達
時間※2

イトーヨーカドー 2001.3
北海道，東北，
関東，近畿，
中国（23）

124 30,000 3時間

イオン 2008.4
東北，関東，
中部，近畿，
中国，四国（19）

80 6,000 3時間

西友 2000.5
東京都，埼玉県，
神奈川県，
千葉県（4）

47 4,000 3時間

マルエツ 2003.3 東京都，神奈川県（2） 2 4,000 3〜6時間

サミット 2007.4 東京都（1） − 4,000 5時間
日本生活協同組合
連合会 1968 全国（47） − 4,000 1回/週

■表—2　食料品等の宅配事業を実施する主な会社

※1　 標記のエリアは，必ずしも全域を対象としているとは限らない．
　　  一部地域の場合もあり．
※2　 配達時間は，最短配達時間である．
出典： 日本総合研究所資料［2010.4］，日本生活協同組合連合会「日本生協の歴史」より作成

大
中
都
市

小
都
市

平
地

中
間
地

山
間
地

0

20

40
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80

人
口
カ
バ
ー
率
（
％
）

出典： イトーヨーカドーネットスーパーのホームページ（2015.3時点），国土交通省「国
勢調査」［2010］より作成

■図—3　�食料品等の宅配事業の人口カバー率（イトーヨーカドーを
例に）
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3.3  山間地における宅配事業の先進事例

山間地の地方自治体が取り組む宅配事業の先進事例を確

認する．高知県大豊町では，地方自治体や商工会からの助成

金のもと，商店と物流事業者が連携し，高齢者の見守りも兼ね

た買い物支援サービスを実施している（図─6）．この取り組み

の特徴は，地域を広範にカバーしている既存の配送網を活用

していること，行政ニーズの見守りと宅配をセットにしているこ

と，により配送の効率化を図っている点である．同取り組みに

対して，利用者から多数の効果が挙げられている一方で，地方

自治体からは配送費などに充てるための運転資金の確保，即

ち事業の継続性が課題として挙げられている．

4――今後の研究に向けた着目点

4.1  配送の効率化

前章までの分析結果より，①山間地では，外出困難者の存

在や買い物の不便さなどの複数の問題が混在していること，

②宅配事業は，利用者の自動車保有の有無や身体状況に関わ

らずモノが届く施策として，多くの山間地で導入されていること

の2点が明らかとなった．この実態を踏まえ，本研究では山間

地における宅配事業を対象とする．そして，配送費などに充て

るための運転資金の確保を課題として抱えている現状を踏ま

え，本研究では特に配送の効率化に着目する．

4.2  法律の枠を超えた共同配送

既存資料1）によると，配送の効率化に向けた方策は一般に，

①貨物を纏める，②運び手を換える，の2点に大別される．前

者は別々に運んでいるモノを纏める，後者は貨物を他のヒトに

も運んでもらう，である．そこで，この2点に基づき，山間地及

び過疎地における行政（地方自治体及び国土交通省）の取り

組みの現状を整理する．

地方自治体の取り組みを表─3に示す．事業の採算性の確

保に関しては大半の地方自治体で困難な状況にあるが，配送

の効率化に関しては多くの工夫が図られている．工夫の要点と

しては，宅配業者や小売店等の連携，宅配便配送網を活用な

どが挙げられる．

一方の国土交通省では，現在，過疎地等を対象とした「地

域を支える持続可能な物流システムのあり方」の検討が進めら

れている．同検討会では，①物流ネットワークの効率化，②生

活支援サービスの維持・向上，③地域経済の循環促進の3つ

の方針のもと，宅配業者とNPO間の共同配送スキームの構

築，貨客混載の導入，帰り荷の確保，自家用自動車の活用な

どが取り組まれている11）．

これらの取り組みを，既述の配送の効率化に向けた方策に

当てはめると表─4ができる．地方自治体では「モノ＋モノ」の

共同配送を進めている一方，国土交通省ではより広義な「貨

物を纏める」を可能にするため，「モノ＋ヒト」や「往路＋復路」

の実現を目指した規制緩和を検討している．

しかし，同規制緩和は同省が所管する分野に留まっており，

多様な問題を抱える生活弱者の救済という視点に立った場
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■図—4　行政（地方自治体）が実施する事業
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■図—5　行政（地方自治体）が実施する事業の概況
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■図—6　山間地における宅配事業（高知県大豊町を例に）
出典：国土交通省「地域を支える持続可能な物流システムのあり方に関する検討会」より作成
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合，その効果は限定的である．冒頭で述べた処方薬配送の事

例をはじめ，日常生活で必要とするモノの配送には，関連法に

より各省庁の所管分野を超えた規制が掛けられている場合が

多いためである（表─5）．そのため，本研究では，山間地にお

ける宅配事業を考えるにあたり，法律の枠を超え，生活弱者

が必要とする多様なモノやサービスをセットにした共同配送を

検討する．

4.3  期待される効果

本研究の成果として期待される効果として，①民間ビジネス

による事業拡大・サービスの向上，②公的資金投入の費用対

効果が向上，の2点が挙げられる．1点目は，事業として成立し

なかった地域への民間会社の参入が促進され，多様なモノ・

サービスをセットにした宅配事業が可能になることである．2

点目は，民間ビジネスの領域が拡大することで，行政は問題が

より深刻な地域に対して，公的資金の重点的に投入すること

が可能になることである．

5――まとめ

本稿で明らかにしたことは，①地域によって買い物弱者問

題は異なっていること（特に山間地では複数の問題が混在し

ていること），②山間地では事業の成立が困難なこと，③配送

の効率化を考えるにあたり，法律の枠を超えた共同配送の検

討が必要であること，の3点である．

今後は，山間地において生活や配送の実態に関する調査を

重ね，施策の具体的な提案を検討していく予定である．

注

注1）地方圏は，都市圏（東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県，愛知県，岐阜県，

三重県，大阪府，京都府，兵庫県，奈良県）を除く全県としている．

注2）地域分類の定義は下記のとおりである．

大中都市：人口約30万人以上

小 都 市：人口約10万人以上

平　　地：人口約10万人未満の平地農業地域

中 間 地：人口約10万人未満の中間農業地域

山 間 地：人口約10万人未満の山間農業地域

注3）商業施設の事業所数の密度は，各種商品小売業と飲食料品小売業の事業

所数計を可住地面積で除して算出している．バス・タクシーの事業所数の密度

は，道路旅客運送業の事業所数を可住地面積で除して算出している．
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■表—3　山間地における地方自治体の取り組み

市町村名 採
算 運営主体 工夫点

北海道
幌加内町

不
明
社会福祉協議会
・ 宅配業者と提携

・ 宅配便配送網を活用した買い物支援
・ 操作が簡易な情報端末による注文
・ 高齢者の安否確認

岩手県
西和賀町 否

社会福祉協議会
・ 小売店， 
宅配業者と協働

・ 宅配便配送網を活用した買い物支援
・ 協議会によるコーディネート（誤発
注トラブル防止，ニーズ把握）

和歌山県
田辺市 否

小売店
（和歌山県との実証
実験）

・ 地域に既設されたインターネット環
境を利用したネットスーパーの実施
・ 配達日時の絞り込み（積載率向上）

岡山県
真庭市

不
明

3者連携
・ 自治体，小売店， 
宅配業者

・ 宅配便配送網を活用した買い物支援
・ 配達時の高齢者の安否確認 
（利用者の安心感向上）

徳島県
那賀町 否

4者連携
・ 自治体，商工会， 
小売店，宅配業者

・ 宅配便配送網を活用した買い物支援

高知県
大豊町 否

3者連携
・ 自治体，商工会， 
宅配業者

・ 宅配便配送網を活用した買い物支援
・ 顔見知り配達員の活用（利用者の安
心感向上）

太字：工夫の要点
出典： 経済産業省「買い物弱者応援マニュアル」，国土交通省「地域を支える持続可能

な物流システムのあり方に関する検討会報告書」より作成

視点 地方自治体 国土交通省

貨物を
纏める

モノ
＋
モノ

共同配送
・ 小売業
：食料品，身の回り品

・高齢者の見守り

・ 宅配業者間，宅配業とNPO

モノ
＋
ヒト

− 貨客混載：規制緩和を検討中
・公共交通の活用

往路
＋
復路

− 帰り荷の確保：試行中
・ 農産物等の地域産品の出荷

運び手を
換える −

自家用自動車の活用
：規制緩和を検討中

・ 自家用自動車で有償貨物輸送

■表—4　行政の取り組み

■表—5　日常生活で配送されているモノの一例

主な産業 主な供給品 主な関連法 主な規制内容

調剤薬局 処方薬 薬剤師法 ・処方薬の取扱いは，薬剤師
　及び薬局従事者に限る

社会福祉・
介護事業

居宅介護
（薬の受取）

薬剤師法
介護保険法

・下記条件が揃った場合，本人
　以外が処方薬を受け取れる
・2回目以降の調剤
・前回と同じ処方薬
・患者の容体が安定している
・患者から了承を受けている等

郵便業 現金 郵便法
・現金又貴金属，宝石その他の
　貴重品を郵送するときは，
　書留の郵便物に限る
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物流企業の海外展開に関する研究
−「我が国物流システムの国際展開の促進」へ向けた基礎的分析−

運輸政策研究機構運輸政策研究所研究員

1――研究の背景と目的

総合物流施策大綱（2013－2017）では「我が国物流システ

ムの国際展開の促進」が掲げられ，我が国の質の高い物流シ

ステムをアジアに展開し，我が国産業の国際競争力を支え強

化するとともに，アジア物流圏全体の物流の質を高め経済成

長に貢献する，としている．これを踏まえ，国土交通省は，我

が国物流企業の海外展開の促進に向けた環境整備を施策の

方向性として示している1）．具体的な取り組みとして「制度改善

に向けた働きかけ」「先駆的な取り組みの支援」「現地人材育

成事業」「物流関連インフラの整備」「物流機材の標準化等」

などハード・ソフト両面からアプローチするとしている．

一方，日系物流企業の海外展開はアジアを中心に増加してい

る．海外初進出の時期をみると，1970年代から90年代に多くの企

業が進出を果たし，現地法人の設立からの経過年数をみても平

均20年程度経過している2）．つまり，日系物流企業の海外展開は

すでに数十年が経過し，様 な々国で様 な々事業を行なっている．

しかしながら，こうした海外展開を進めてきている日系物流

企業が「どこで・なにを」しているのか，実態を十分に踏まえ

た上で，我が国物流システムを「どこに・なにを」展開するのか，

これまで検討されていない．また，物流システムの国際展開に

よる効果は，日系企業だけでなく，非日系企業にももたらされ

ると予想されるが，その点を考慮した上で検討されていない．

非日系企業にもおよぶ効果をなくすことは難しいと考えられる

が，少なくとも日系企業の強みがより発揮しやすくなるような取

り組みは検討される必要があると考える．

これら二つの問題意識を踏まえ，本研究の目的は，今後の

さらなる我が国物流システムの国際展開において，効果的な取

り組みを提言することである．ここでいう「効果的な取り組み」

とは，日系企業の海外展開の多様な実態を踏まえて「どこに・

なにを」展開するかを決定し，日系物流企業が強みを発揮しや

すくする取り組みである．

以上の背景・目的を踏まえ，今回の報告では，日系物流企

業の海外未進出企業，既進出企業の現状を把握する．未進

出企業については，新規進出意向と環境整備により新規進出

が期待できるかを未進出の理由から考察する．既進出企業に

ついては，どこで（地域進出パターン），なにを（事業内容パ

ターン）しているのかを整理し，次に，現地法人の実績を左右

する属性を明らかにする．ここでは，現地法人自体の属性の

影響だけでなく，物流システムの国際展開によって変化する

「進出先の物流環境」が実績に及ぼす影響にも着目する．最

後に，非日系企業と比較した場合の日系物流企業の強みを明

らかにするために，欧米物流企業との強みの違いや，地場企

業の台頭など今後脅威となる状況についても考察する．

2――先行研究のレビューと本研究の特徴

物流企業の海外展開に関する先行研究では，個別の企業，

特に大手物流企業の海外展開における先進的な事例を紹介

したもの3），新興国を中心として各国のインフラ水準や通関の

手続きなどの問題点を指摘した物流事情の紹介4），5），荷主企

業（製造業が中心）の海外展開における物流の重要性を指摘

している研究6），7）がある．国土交通政策研究所8）ではASEAN

諸国における日系物流事業者の現地法人数の推移と欧米系

フォワダーのASEAN諸国における拠点立地数や地域別の売

上の整理，安積9）ではアジアにおける日系・欧米系の大手ロジ

スティクス産業の事業展開の分析がされている．

物流企業は規模や事業内容など非常に多様であり，海外展

開パターンも同様に多様であると考えられる．そして，海外展開

パターンの違いにより，物流システムの国際展開から受ける効

果の大きさにも違いが生じると考えられる．そのため，日系物流

企業全体の動向の把握が必要であると考えられるが，上記の

通り先行研究は個別企業の事業展開の整理や大手のみを対象

とした検討であり，多様な日系物流企業の海外展開の実態は

把握されていない．本研究では，日系物流企業の海外展開の

実態を，規模を問わず可能な限り多くの企業を対象に整理す

る．さらに物流システムによる効果が海外展開パターンにより

異なるかも分析する．これらの点が本研究の特徴である．

3――分析対象とする物流企業と使用データ

本研究で分析対象とする「物流企業」は，実運送業，利用
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運送業，倉庫業，通関業など一般的に物流事業とされる事業

を行っている企業すべてである．具体的には，『海外進出企業

総覧会社別編』において「貨物運送」「海運」「航空」「倉庫・物

流関連」に分類される企業である．

『日刊CARGO臨時増刊号』では現地法人の事業内容は記

載されていないが物流企業の進出先は把握できる．本研究で

は，『海外進出企業総覧2012会社別編』10）に加え，『日刊

CARGO臨時増刊号』11）の重複した企業を除いた合計149社，

1,072現地法人を分析対象とする．

分析対象企業の概要として， 日本国内の本社の会社設立

年，従業員規模，上場の有無の3つについて整理した（表─1）．

設立年は1950年以前の企業が約半数，それ以降10年ごと5〜

15％である．従業員規模は，1,000人以下が72％，5,000人以

上が4％である．上場企業が55％，未上場企業は45％である．

4――日系物流企業の海外展開の現状

4.1  海外進出率

すべての日系物流企業を対象とした海外進出率の調査はな

いため2つの調査結果より推測した（図─1）．1つ目は，国際フ

レイトフォワダーズ協会の会員企業に占める進出企業の推移で

あり，2006年から2014年にかけ進出率は5割前後である．2つ

目はJETROの『サービス産業の海外展開実態調査』12）におけ

る物流関連企業の結果（N＝116）では48％（2013年）が海外

進出をしている．2つの結果から4割から5割の日系物流企業が

海外進出をしていると推測できる．

4.2  海外未進出企業の進出意欲

未進出企業の進出意欲の調査（N＝50）では，未進出企業

の85％が「海外展開に関心がない，関心があまりない」と回答

している（「大いに関心がある」6％，「やや関心がある」9％）．

図─2は未進出の理由として「当てはまる」「やや当てはまる」

の割合の高い理由を整理したものである．情報不足，商品・

サービスが不適切，手が回らない，ノウハウがない，国内市場

の開拓に注力 など，進出先の物流環境の良し悪しを理由とし

ている企業は少ない．以上2点より，今後新たに海外展開を進

めていこうとしている企業は少なく，物流環境の改善による新

規海外進出の促進の効果も限られたものとなると推測できる．

4.3  進出国数の分布と地域進出パターン

進出国数の分布（図─3）をみると，平均は6.2ヶ国で，ばら

つきが大きいため，物流企業を一括りには考えることが出来な

いことがわかる．十数カ国進出している企業が1割程度ある一

方で，数カ国への進出にとどまる企業が6割ほどある．

次に，世界を6地域（アジア，欧州，北米，中南米，オセアニア，

アフリカ）に区分し，各地域に一カ国でも進出している企業がど

の程度の割合か整理した．アジアにはほぼすべて（97％）の企

業が進出しており，欧州は39％，北米は47％の進出で その他は

2割以下である（中南米：19％，オセアニア：8％，アフリカ：3％）．

進出率の低いオセアニアとアフリカをまとめた5地域にどのよ

うに進出しているのか，構成比の高い組み合わせを「地域進

出パターン」として整理した（図─4）．5地域すべてに進出して
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■図—1　�日系物流企業の海外進出率（左：JIFFA会員企業に占める
進出企業の割合，右：JETRO調査）
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■図—3　日系物流企業の進出国数の分布

■表—1　分析対象企業の概要

設立年 従業員数 上場/未上場
1950年以前 52％ 999人以下 72％ 上場 55％
1950〜60年代 29％ 1,000〜3,000人 18％ 未上場 45％
1970〜80年代 11％ 3,000〜4,000人 6％
1990年以降 9％ 5,000人以上 4％
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いるパターン①は7％，アジア，欧州，北米に進出しているパ

ターン③は18％，アジアのみに進出のパターン⑥は最も多く

43％を占めている．

4.4  事業内容パターン・事業展開パターン

現地法人の事業内容の分析として，日系物流企業の海外

現地法人がどのような事業をどういった組み合わせで行って

いるのかを整理する．本研究では事業内容を「輸送」「保管・

流通加工・包装・荷役」「フォワーディング」「通関」「その他」

の5つに分類する．各現地法人が行っている構成比の高い事

業内容の代表的な組み合わせを「事業内容パターン」と呼ぶ

（図─5）．パターンAは12％，パターンDは18％，パターンFは

19％でありこの3つのパターンが比較的多い事業内容パ

ターンである．

次に各物流企業が設立している全現地法人数のうち，事業

内容パターン別の現地法人がどの程度の割合を占めているの

かを「事業展開パターン」と呼び整理した．ここでは，事業内

容パターン別の現地法人割合をもとに，クラスター分析（Ward

法）により事業展開パターンに分類した（表─2）．構成比が

もっとも高いのはパターンⅠであり，総合物流をおこなう現地

法人を中心に設立している．パターンⅡ（構成比10％）は輸送

のみを行う現地法人が中心，パターンⅢ（構成比17％）はフォ

ワーディングのみをおこなう現地法人が中心，パターンⅣ（構

成比24％）は輸送と保管等をおこなう現地法人が中心である．

4.5  地域進出パターン×事業展開パターン

地域進出パターン，事業展開パターンの2つのパターンの組

み合わせを示す．表─3は各組み合わせが全企業に占める構

成比を示している．もっとも多いのは，アジアのみに進出し輸

送・保管等を行う現地法人を中心に設立している企業で全体

の13％である．次に多いのはアジアのみに進出し総合物流の

現地法人中心企業で全体の9％である．その他のパターンはそ

れぞれの全体の数％である．

以上より，日系物流企業の海外展開のパターンは非常に多

様なため，一部の企業のみに着目した検討では不十分であり，

こうした多様なパターンの企業に対して取組みがどのような効

果をそれぞれもつのか，を把握した上で検討する必要がある

と考える．

4.6  アジア地域における進出国パターン

ここでは地域単位での進出パターンの整理に加え，日系物

流企業のほぼすべて（97％）が進出しているアジア地域におけ

る国単位での進出パターンを整理した結果を示す（図─6）．

東南アジアでは9パターン，東アジアでは6パターンである（「進

出国なし」もパターンとして含める）．構成比が5％以上のパ

ターンを示しているが，構成比が5％以下のパターンも多く（東
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■図—5　事業内容パターン別の現地法人構成比

■表—3　地域進出×事業展開パターン別の構成比

事業展開パターン

地域進出パターン

Ⅰ
総合
物流
中心

Ⅱ
輸送
中心

Ⅲ
フォワー
ディング
中心

Ⅳ
輸送・
倉庫
中心

Ⅴ
その他

①ア・米・欧＋ 2地域 4% 1％ 6％ 1％ 12％
②ア・米・欧＋ 1地域 2% 1％ 2% 6％
③ア・米・欧 6% 1％ 2％ 4％ 4% 17％
④ア・欧 1％ 1％ 1％ 1% 5％
⑤ア・米 5% 2％ 4％ 1％ 1% 13％
⑥アジア 9% 2％ 2％ 13％ 5% 32％
⑦その他 7% 1％ 1％ 2％ 2% 15％

33% 10％ 17％ 24％ 16% 100％

■表—2　事業展開パターン別の企業構成比

※網掛け部分は各事業展開パターンで構成比の高い事業内容パターンを示している．

事業展開
パターン

企業数の
構成比

事業内容パターン別現地法人数の構成比

A B C D E F G H

Ⅰ 総合物流
中心 33％ 15％ 12％ 4％ 4％ 9％ 11％ 6％ 38％

Ⅱ 輸送中心 10％ 0％ 0％ 1％ 90％ 1％ 1％ 5％ 2％

Ⅲ フォワー
ディング中心 17％ 2％ 1％ 2％ 7％ 4％ 70％ 9％ 7％

Ⅳ 輸送・
倉庫中心 24％ 8％ 1％ 24％ 16％ 13％ 2％ 24％ 13％

Ⅴ その他 16％ 3％ 2％ 2％ 2％ 2％ 2％ 2％ 85％

事
業
内
容
パ
タ
ー
ン

a.輸送 ◯ ◯ ◯ ◯ × × × そ
の
他
の
組
み
合
わ
せ

b. 保管・流通加工包装・
荷役 ◯ ◯ ◯ × ◯ × ×

c. フォワーディング ◯ ◯ × × × ◯ ×

d.通関 ◯ × × × × × ×

e.その他 × × × × × × ◯
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南アジアでは17パターン，東アジアでは4パターン），アジア地

域内でも多様な進出パターンであることがわかる．今後は，こ

うした国単位での進出パターンの整理も進めることで，より具

体的な物流システムの国際展開の検討を行う．

5――現地法人の実績を左右する属性の分析

現地法人の実績を左右する属性は，効果的な取り組みを検

討する際に考慮するべき属性であると考えられる．実績を左右

する属性を明らかにするために，各現地法人の売上を被説明変

数とした重回帰分析を行う．説明変数は，現地法人属性，現地

法人を設立した本社の属性，進出国属性の3種類を仮定した．

進出国属性のうち，特に物流環境を示す指標を世界中の国

について入手することが困難なため，代理指標を用いる．今回

は世界銀行が調査公表しているLogistics Performance 

Index（LPI）13）を用いる．LPIは物流企業へのアンケート調査

に基づき，各国の物流事業のしやすさをスコア化したものであ

る．説明変数間の相関から多重共線性を確認した上で，説明

変数を選定した（表─4）．

現地法人属性では， 規模を示す従業員数に加え，日本人派

遣員の有無，代表者の国籍，資本比率，さらに上記で整理した

事業内容パターンも売上を左右する．

本社属性では，地域進出パターンが売上を左右する，とい

う結果である．ただし，5地域すべてに進出しているパターンの

売上は高いが，単純に進出地域が多いほど売上が高くなる，

という傾向にはなっていない．

進出国属性では，進出先の物流環境の代理指標であるLPI

と，日系の物流以外の産業の国土面積あたりの立地数の2つが

売上を左右する，という結果である．ただし，他産業の立地密

度については，立地密度が高いほど売上が低くなる，という結

果であり，結果の妥当性については，今後の検討課題である．

以上より，現地法人自体の規模や事業内容だけではなく，

現地法人を設立している本社が他地域にも現地法人を設立し

ているか，そして進出国先の物流環境も売上を左右することを

示した．特に，代理指標を用いた検討ではあるが，物流環境の

改善による売上の増加は物流システムの国際展開の促進の効

果を示す一つの例となると考える．

なお，上記の分析に加えて，進出パターン①から⑤とアジア

のみのパターン⑥を分けてそれぞれ売上とLPIの単回帰分析

を行うと，パターン⑥のLPIの回帰係数のほうが小さくなる（LPI

の回帰係数はともに有意水準1％で有意）．つまり，物流環境

の改善による売上の増加の程度が，地域進出パターンによっ

て異なるということである（ここでの考察に用いた回帰式の決

定係数はともに0.2程度と小さく，他の説明変数を追加した分

析が必要である）．

6――日系物流企業のSWOT分析

日系企業が海外において強みを発揮しやすくなる取り組みを

考察するために，日系物流企業6社，外資系物流企業3社，日系

荷主6社，外資系荷主4社に対して行ったヒアリング調査14）の結

果を用いて，日系物流企業のSWOT分析を行った（表─5）．

強み（Strengths）では，一緒に改善に取り組んでくれる，現場

での作業がうまい，ニーズに合った質の高いサービスを提供でき

る，が挙げられた．弱み（Weaknesses）は，欧米系の物流企業

との比較から，提案力がない，数値による管理・報告が弱い，専

門教育を受けた人材が少ない，が挙げられた．指摘された強み・

弱みの内容から，日系と欧米系の強みとなっている点を整理し

考察した（図─7）．日系は，現場での作業のうまさ，改善に取り

組む姿勢，それらを合わせて，荷主ニーズに合った質の高いサー

ビスの提供ができている．欧米系は，高度な知識を持つ人材が，

システムによる在庫管理のためのIT投資を重視しており，知識や

■表—4　現地法人の売上を左右する属性注1）
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■図—6　�アジア地域内における進出国パターン（左：東南アジア，
右：東アジア）
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客観的な指標に基づいた戦略的な提案ができている，という関

係になっている．物流システムの国際展開を進めることの影響が

こうしたスタイルの違いによる異なるのか分析を深めたい．

機会（Opportunitiers）としては，主に日本向けの製品に要

求される損傷に対する管理は日系物流企業にしか対応するこ

とができないという意見が挙げられた．

脅威（Threats）として指摘された点は，国際入札の導入が

進んでいることである．これは主に大手企業が直面している脅

威であると考えられる．国際入札はグローバルな輸送をになう

企業の選定のために行われ，コスト最優先で選定しているとさ

れている．世界にネットワークを持つ欧米系は低コストを提示す

ることが多く，その結果，日系荷主企業であっても，日系物流企

業との契約に必ずしもこだわらない傾向が強まっている．また，

外資系荷主からは，日系物流企業の知名度の低さが指摘されて

おり，そもそも国際入札のリストに日系が上がっていない，とい

う意見が多く出された．質が高いとされるサービスをうまく数値

化し，客観的なアピールをする必要があると考えられる．

もう一点の脅威は現地物流企業の台頭である．これは中小

も含めた日系全体に該当する脅威と考えられる．現地法人の

現地化が進展したことで，現地物流企業との契約が容易にな

り，コストの面はもちろん，サービスの面でも十分な水準にあ

る，とする企業もあり，現地の物流企業との競争が激しくなる

ことが予想される．

7――まとめ

本報告では，日系物流企業の海外展開パターンを整理し

た．そして，現地法人の実績を左右する属性の分析から，地域

進出パターンや物流環境が売上を左右することを示した．日

系物流企業のSWOT分析では，日系と欧系の強みの違いを考

察した．その結果，日系物流企業の海外展開（進出先×事業

内容）は非常に多様であるため，一部の大手物流企業の動向

だけではなく，日系物流企業全体の海外展開の動向を踏まえ

た上で物流システムの国際展開を検討する必要があることを

示した．さらに，物流環境整備により実績が改善する可能性

を示した．そして，この改善の効果の大きさが，どのような進出

パターンの企業の現地法人かによって異なるため，個々の現地

法人だけをみて検討するのではなく，どのような進出パターン

の企業が設立した現地法人であるかまで踏まえて検討する必

要があることを示した．

注

注1）事業内容パターンのダミー変数はパターンA（総合物流）を，地域進出パターン

のダミー変数はパターン①（ア・欧・米＋ 2地域）を，それぞれ基準としている．
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■表—5　日系物流企業SWOT

強み（Strengths） 弱み（Weaknesses）
・きめ細かいサービス（2社）
・手間暇をかける（2社）
・ ニーズにあったサービスを
提供（1社）

・ 現場の作業（倉庫運営など）
は日系がうまい（1社）

・ 一緒に改善に取り組んでく
れる（1社）

・戦略的な提案力がない（6社）
・数値による報告がない（3社）
・スピード感にかける（1社）
・事業者同士の連携がない（1社）
・ （欧米系と比較して）専門教育を受けた人
材が少ない（1社）

・国際入札に参加してこない（1社）
・ 本社・統括本部が日系事業者を知らない
（2社）

機会（Opportunities） 脅威（Threats）
・ 損傷への対応に問題があり，
日本向けをFedexから日系
に切り替えた（1社）

・ 損傷への要求に対応できる
のは日系だけだと考えてい
る（1社）

・ 外資系荷主は数値による在庫管理を重視
（1社）
・ 人件費・材料費のため現地化を進め，物
流も全て現地の物流企業に依頼（1社）

・ これまでは現地で事業者を決めていたが，
本社が入札で決める非常を高める（1社）

・ 日本向けの荷物も欧米系に依頼している
（1社）

質の高い
サービス

現場力 改善力

正確・丁寧な
輸送・オペレーション

正確・丁寧な
輸送・オペレーション

荷主のニーズとの
すり合わせ

荷主のニーズとの
すり合わせ

荷主のニーズに
対応できるスキル
荷主のニーズに
対応できるスキル

人材

提案力

IT

ロジスティクスの
高度な知識

ロジスティクスの
高度な知識

合理的な在庫管理
の必要性の認識
合理的な在庫管理
の必要性の認識

日本型

客観的な指標に基づく
在庫管理

客観的な指標に基づく
在庫管理

欧米型

■図—7　日系・欧米系物流企業の強みの比較
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鉄道事業における自然災害リスク・ファイナンスに関する研究
−破産確率とその活用−

運輸政策研究機構運輸政策研究所研究員

1――研究の背景と目的

豪雨や地震など自然災害が多い日本では，毎年，全国各地

で被害が発生している．膨大なインフラを保有するインフラ事

業者は，自然災害による被害が甚大となり復旧資金を調達で

きない場合，破産ひいては廃業となり，社会経済に多大な影響

を与える．これを回避するために，リスク・ファイナンスと称する

さまざまな資金調達を講じる必要がある．このことは存亡に係

る重要な経営課題であるが，交通インフラ事業においては，そ

の資金対策の実施率が低いのが実態である1）．交通インフラ

事業の中でも独立採算を前提とした鉄道事業では，公的補助

や保険等の制度的課題もあり，自然災害に対する資金調達に

困窮している実態が報告されている1）－4）．

自然災害が契機となって廃止された鉄道は，確認できたも

のだけでも30事例ある．たとえば，第三セクターの高千穂鉄道

は2005年の台風14号により甚大な被害を受けたが，保険に入

り，国と自治体の補助制度があったにもかかわらず，災害復旧

費に対する自己負担分の償還見通しが立たず廃業に追い込ま

れた．自然災害は地球温暖化等の要因もあり世界的に増加傾

向にあるが，経営状況が厳しい地方の中小民鉄や第三セク

ター鉄道等にとって災害復旧の資金調達は非常に重要な経営

課題である．

こうした背景から，本研究は，自然災害に対して鉄道事業

者が資金調達を安定的に行うための方法論を提言することを

目的として行うものである．すなわち，自然災害に対する資金

調達の安定化を図ることによって「鉄道経営の安定」ひいては

「鉄道利用の安定」に寄与することを目指している．

2――災害復旧の資金調達に係る問題とニーズ

2.1  各資金調達手段の現状・問題

鉄道事業における災害復旧費の資金調達手段は4つに大別

することができ，その現状と問題を整理すると表─1のとおり

である．以下，表─1の各手段の特徴を述べる．

鉄道会社への災害復旧公的補助は，鉄道軌道整備法（第8

条第4項）に基づいて行われる．この補助制度は民間事業者

が経営する鉄道に対しても公的補助を行うという特徴がある

が，鉄道事業者から補助要件と補助率に対して問題を指摘す

る声が多い1），3），注1）．補助要件については，被害線区の1日の

乗降客数が8千人以下，災害復旧事業費が被災路線の年間運

輸収入の1割以上，被災により5年超にわたり全事業の経常損

失もしくは営業損失が確実などの規定があり，経営状況が厳

しく，被害が経営に致命的な程度でなければ補助が適用され

ない．補助率については，港湾，空港，道路といった基幹的な

交通インフラへの補助率が概ね2/3から全額に対して，鉄道の

補助率は1/4と著しく低い．また，激甚災害制度は鉄道を対象

としておらず，補助率の嵩上げも行われない．

土木構造物保険は，土木構造物の風水害を主な対象とする

損害保険である．特徴として鉄道軌道整備法による災害復旧

補助を前提として，補助金以外の支払を補填するように設計さ

れている5）．第三セクター鉄道等協議会が加入している土木構

造物保険（団体保険）を例とすると，保険会社にとっての問題

は，通年で保険料収入より支払保険金が上回っており赤字と

なっていることである．他方，鉄道事業者にとっての問題は，

①地震・津波は対象外，②保険料が年平均で約500万円ずつ

値上がりし2013年度では年間約1億5千万円と高騰しているこ

と，③支払限度額の引下げなど不利な支払条件へと変更され

ていることである．このように，保険会社と鉄道事業者の双方

■表—1　鉄道事業における災害復旧資金調達の現状・問題

資金調達手段 調査結果の要旨

公的補助金

◆補助要件が厳しい．
◆国の補助率は不十分である．
◆【三セク】沿線自治体の支援方針は一定ではなく， 
政治情勢に左右される．

土木構造物
保険

◆鉄道会社にとっての問題
　・地震・津波は対象外
　・保険料の高騰
　・不利な支払条件への変更（支払限度引下げ等）
◆保険会社にとっての問題
　・慢性的な赤字　（収支相等の成立が困難）

手元資金

◆被災直後には，早急にある程度の現金が必要
◆第三セクター鉄道では，基金が枯渇
　・約1/3の会社で，0円
　・約1/2の会社で，100万円未満/営業km

金融商品
（保険以外）

◆中小民鉄，第三セクター鉄道等
　これまで新しい仕組みを考えていなかった．
◆JR東日本，JR西日本などの大手
　 実損の有無にかかわらず，ある程度の規模の現金 
をできるだけ速やかに手当てする仕組みを締結済

出典：アンケート調査結果1），ヒアリング調査注1），データ分析注2）等を基に作成
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にとって保険制度が機能しづらくなっている．

手元資金の一例として，第三セクター鉄道の税経営安定基

金（以下，基金と略称する）の実態について述べる．基金は国

からの転換交付金を主な原資として設立されたが，図─1のよ

うに急激に減少し，2013年度の全国平均残高は約500万円/

営業kmである．2013年度の各社の基金残高は，約1/3の会社

で0円，半数の会社で100万円未満/営業kmと手元資金がほ

とんど無い状況である．

近年，大災害時の融資枠契約や地震デリバティブといった

保険以外の金融商品も資金調達手段としてある．たとえばJR

東日本では首都直下地震に備えた地震デリバティブを締結済

であるが6），中小民鉄や第三セクター等では認知度，普及度と

もに非常に低い状況である1），注1）．

2.2  鉄道事業者のニーズ

災害復旧の資金調達に関する鉄道事業者の主なニーズを整

理すると表─2のとおりである．その特徴として，次の4点が挙

げられる．

①JR・大手民鉄は首都直下地震などの既往最大・想定最大規

模への関心が高いが，中小民鉄や第三セクター鉄道の主な

関心は発生頻度が高い既往災害規模である注1）．

②被災直後に実際に使える資金に対するニーズは，大手・中

小・三セクを問わず高い．大手が金融商品を活用する主な理

由はこのためである．

③中小民鉄と第三セクター鉄道等では，大規模災害に対して

は公的補助に全面的に頼らざるを得ないとの意見が多 

い1），注1）．特に，土木構造物保険の対象外である地震・津波

に対する公的支援の改善を求める意見が多い．

④中小民鉄や第三セクター鉄道等は，年度会計の収支合わせ

や資金繰りに苦慮しており，保険料などの負担を軽減したい

一方で，災害復旧の資金不足を避けたいという短期的かつ

無駄のない資金調達に対するニーズが高い注1）．

3――資金調達の効果分析手法の提案

3.1  課題の設定

鉄道事業における災害復旧の資金調達において留意すべき

ことは，鉄道会社ごとに災害特性と財務状況が大きく異なるこ

とである．たとえば，営業キロがほぼ同じ第三セクター鉄道3社

の災害特性（損害実績）と財務状況（基金と保険）の実態を

図─2に示す．図─2の左右を比較すると，損害実績と金銭的

備えが連動しているとは限らないという実態も見受けられる．

調査1），注1）の結果，鉄道事業者の主な関心事は，①被災し

たときに支払可能か，②災害復旧に資金はいくら必要で，③複

数の資金調達手法をどのように組合せたらよいかというもので

あった．現在，中小民鉄や第三セクター鉄道等では，多くの場

合，不安を抱えながら経験的な勘により資金調達が行われて

いるようである注1）．ここで難しいのは，資金が少なければ破産
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■図—2　�自然災害による損害額と金銭的備えの実態例注2） 
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出典：第三セクター鉄道等協議会と国土交通省鉄道局の提供データを基に作成

■表—2　災害復旧資金調達に関する鉄道事業者のニーズ

小規模災害
（数百万〜数千万円）

中規模災害
（数千万〜数億円）

大規模災害
（数十億円以上）

JR・
大手民鉄

◆土木構造物保険
・ 特約で地震等に
も対応

◆土木構造物保険
・特約で地震等にも対応
■金融商品（保険以外）
　東西JRで事例あり

中小民鉄

★自己資金の拡充
★災害用資金
　（積立金等）

○公的補助
・補助要件の緩和
◆土木構造物保険
・保険料の低減
・支払条件の改善

○公的補助
・補助要件の緩和
・補助率の嵩上げ
・特に地震・津波の補助

第三
セクター
鉄道

★ 税経営安定基金
の拡充

★ 実際に使える現
金の拡充

○公的補助
・補助率の嵩上げ
◆土木構造物保険
・保険料の低減
・支払条件の改善

○公的補助
・補助率の嵩上げ
・特に地震・津波の補助

出典：アンケート調査結果1），ヒアリング調査注1）等を基に作成
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■図—1　第三セクター鉄道の税経営安定基金の全国平均残高の推移

資金調達手法
の選択例

①公的補助金

②土木構造物保険

③基金
（第三セクター鉄道）

出資者からの支援

災害特性
損害総額
の推定

財務状況
支払限度
の把握

国からの支援財務への影響

組合せ
災害
復旧費

鉄道事業者の特性
   【分析の前提条件】
　①災害特性の考慮
　②財務状況の考慮

客観的・合理的・具体的に
分析する手段が必要！

鉄道事業者の関心事
   【分析すべきこと】
①支払可能か？
②資金はいくら必要か？
③組合せをどうするか？

■図—3　鉄道事業における災害復旧資金調達の課題
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の危険性が高まり，保険金などの資金を増やせば保険料など

の負担が増すという「バランスの問題」である．この問題に対

して，鉄道事業者の関心やニーズ（2.2節），各社の災害特性や

財務状況の違いなどを考慮すると，鉄道事業における災害復

旧資金調達の課題は図─3のような体系となる．このことから

本研究では，図─3の枠組みを基に資金調達を客観的・合理

的・具体的に分析する手段を課題として捉えた．

3.2  先行研究や実用手法に対する本研究の位置づけ

多くの先行研究7）や実用手法8）は，行政やJRなどの大企業等

を主な対象として，中長期的な防災投資や財務安定化を主な

目的としたものである（図─4）．その分析手法の特徴は，想定

期間が数十年から数百年と長く，損害額は既往最大または想

定最大である．つまり，首都直下地震のような超巨大災害を想

定した工学的分析が多い．

他方，本研究では，2.2節や3.1節をふまえて，中小民鉄や第

三セクターの関心が特に高い短期的な既往災害規模を想定し

た．具体的には，図─3の枠組みで鉄道各社の災害特性や財

務状況を考慮し，来年度等の手元資金や保険契約条件などの

資金調達を数理統計的分析により推計・検討するというアプ

ローチをとった（図─4）．

3.3  破産確率の提案

災害復旧資金調達を具体化するために被災後の収支モデル

を考える（図─5）．自然災害による損害に対して使える資金を

総称して「災害復旧資金」と言う．災害復旧資金は，図─5の

ように手元資金と追加資金に分類できる．手元資金はただち

に支払に使える資金であり，民鉄では利益剰余金，第三セク

ターでは基金などである．追加資金は自然災害による損害に

対して手元資金以外に使える資金であり，土木構造物保険の

保険金や公的補助金などである．「破産」とは，災害復旧費の

支払に対して災害復旧資金が不足することと定義する．

鉄道事業者の関心は，主に年度単位の収支である．年度収

支を考えると，手元資金は期初に保有している資金であり，第

三セクター鉄道の場合には基金残高等に相当する．年度単位

の災害復旧費は，年度内に発生する自然災害による損害総額

である．その損害に対して，保険金や補助金など外部から調

達する資金の合計金額が追加資金である．鉄道事業者の最

大の関心事は災害復旧費を支払えるか否かであるが，期末時

点で資金不足となる確率を「破産確率」と定義する．

分析の難点として，損害発生の不確実性と，損害金額の変

動が大きい点が挙げられる．そのため損害総額を損害件数と

損害金額の2つに分解し，図─6のように定式化する．損害件

数と損害金額は確率変数であるが，全国の第三セクター鉄道

の過去22年分の実績データから確率分布を検証した結果，損

害件数はポアソン分布，損害金額は指数分布に従うことが判

明した注2）．このことから鉄道事業における自然災害による破

産確率の算出式を図─6（μは損害金額/件のパラメータ）のよ

うに導くことができた．この式によって鉄道各社の災害特性と

財務状況を反映した破産確率を計算することできる．さらに，

手元資金や追加資金を変動させることによって破産確率に対

する資金調達の効果を数理的に分析できる（図─6，図─7）．

損害総額/年

0 数十年後 数百年後観測期間 現在

確
率
密
度
分
布

想定
期間

来年度等の
発生確率

既往最大・想定最大
本研究の
分析対象

多くの先行研究・
実用手法の分析対象
（風水害，地震等）

比較項目
利用者
想定災害
想定期間
分析手法
メリット
デメリット

多くの先行研究・実用手法
行政機関，JRなどの大企業、等

既往最大・想定最大（首都直下地震等）
数十年～数百年
工学的分析

構造力学等の理論的根拠，安全性
大量データ（構造物等）が必要，費用が高い

本　研　究
鉄道事業者（主に中小を想定）

各社の既往災害規模
１年程度

数理統計的分析
災害特性と財務状況の考慮，柔軟性

データが少ない場合には推定精度が悪い

■図—4　先行研究や実用手法に対する本研究の位置づけ

災害
復旧費

追加資金
（保険金，
補助金等）

手元資金
（基金，利益剰余金等）

鉄道会社

損益

■図—5　被災後の収支モデル

損害の
発生構造
（未知）

N：損害件数/年

X：損害金額/件

S：損害総額

災害復旧費

年度内に調達可能な
追加資金

U：期末の
資金余力期初の

手元資金

災 害 復 旧 資 金 ＝ー

u0

u0 ＋ （1＋θ）E（S） － S ＝ U

S ＝ X1 ＋ X2 ＋・・・＋XN

S（1＋θ）E（S）

年度内に発生した
損害総額

ε（u0, θ）：＝P（U ＜ 0） ＝ e
1 ＋θ

1 u0（1 ＋θ）µ
θ

■図—6　鉄道事業における自然災害復旧の破産確率注3）
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■図—7　破産確率の形
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4――破産確率を用いた資金調達の実証分析例

4.1  破産確率の活用案

破産確率を活用した資金調達の改善案を図─8に示す．す

なわち，破産確率は，自然災害に対する3つの経営リスク尺度

として資金調達の分析に活用できる．

①経営の安定性尺度

②資金調達手段の組合せ等を検討するバランス尺度

③外部支援金額の判断尺度

4.2  破産確率を用いた実証分析例

2005年（H17）に台風で破産ひいては廃業となった高千穂

鉄道を例として，破産確率による分析結果を示す．

手元資金（基金残高）の減少が，自然災害に対する経営の

安定性に及ぼした影響を破産確率によって分析すると図─9

のとおりである．図─9より手元資金の減少に伴って破産確率

が1に近づき，経営が不安定化しつつあったことを具体的に確

認することができる．

被災実績を復旧工事費から計算すると破産確率3.9％に相当

する（図─10）．破産確率が3.9％で破産ひいては廃業になったと

いう事実は，経営の安定目標を設定するうえで参考になると思

われる．高千穂鉄道が自己支払限度（基金残高＋保険金支払

限度）でカバーできる破産確率は32％までであった（図─10）．

教訓として，保険の支払限度を拡充すべきであったと考えられ

る．また出資者である沿線自治体等に被災時の支援金額に関

する事前説明もなされていればさらに良かったと考えられる．

4.3  破産確率を用いた資金調達計画の基本手順案

以上をふまえて破産確率を用いた資金調達計画の基本手順

を図─11に提案する．まず鉄道各社の前提条件を定める．次

に資金調達の決定事項を破産確率に基づいて具体化する．

（1）経営安定目標の設定では，十分な安全を考慮し破産確率

α以下と定める．（2）資金調達手段の選定では手元資金を一

定条件下で破産確率β以下に管理し，追加資金である土木構

造物保険等を手元資金と合せて経営安定目標であるα以下を

念頭に契約条件を設定する．（3）万が一に備えて外部支援機

関に依頼する支援金額は，自己支払限度を考慮し破産確率か

ら算出する．

図─11右の破産確率は，手元資金管理を経験的に行ってい

現　状（大手以外） 破 産 確 率 を 活 用 し た 改 善

資
金
調
達
の
基
本
概
念
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財務状況
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・追加資金
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営
の
安
定
性
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１

0

破
産
確
率

追加資金

手元資金

外部支援金保険金

鉄道各社の
災害特性と財務状況
に基づく破産確率

①経営安定目標の設定
　抽象的で認識しにくい

②資金調達手段の選定
　基準がないため勘に頼る

③外部支援金額の算出
　計算手段がない

①経営安定目標の設定
「経営の安定性」を破産確率に置き換え，0～ 1
で客観的・合理的・具体的に認識できる．
②資金調達手段の選定
経営安定目標等を前提に手元資金と追加資金の
組合せから破産確率に基づいて選定できる．
③ 外部支援金額の算出
財務状況等を前提に破産確率から算出できる．

基金

■図—8　破産確率を活用した資金調達の改善案
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出典：第三セクター鉄道等協議会の提供データを基に作成

■図—9　基金減少が経営に及ぼした影響（高千穂鉄道）
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■被災実績
　復旧工事費 ：26.40億円
̶手元資金（基金） ： 2.46億円
＝追加資金 ：24.94億円

破産確率：0.039（3.9％）
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■自己支払限度　＝　6.46億円
・手元資金（基金）　2.46億円
・追加資金（保険金）4.00億円

破産確率：0.32（32％）

基
金
残
高
2.46
億円
2.46
億円

手元資金
出典：第三セクター鉄道等協議会の提供データを基に作成

■図—10　破産確率に基づく高千穂鉄道の事後検証

決定事項 破産確率の活用
（1）
経営安定
目標の設定

破産確率α以下

【参考】高千穂鉄道3.9％で廃業
（2）
資金調達
手段の
選定

（2）－①手元資金
  一定条件下で破産確率β以下
（2）－②追加資金
  土木構造物保険は，手元資金
  と合せて破産確率α以下

（3）
外部支援
金額
の算出

（3）－①自己支払限度で経営安
  定目標を達成できない場合
（3）－②想定最大被害の場合
  →破産確率より金額を算出

α

β

（2）－①手元資金の管理イメージ

（2）－② （3）－②経営管理目標に基づく
追加資金の調達イメージ

手元
資金

保険金 外部支援金

想定最大被害
の場合

【前提条件】
（1）災害特性
（2）鉄道会社の財務状況や経営方針
（3）保険等の契約条件
（4）外部支援機関の支援方針等

出典：第三セクター鉄道等協議会の提供データを基に作成

■図—11　破産確率に基づく資金調達計画の基本手順案
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る第三セクター鉄道の分析例である．破産確率はこうした経験

的管理の数理的精度を高め，各社の災害特性や財務状況の

変化も考慮した手元資金管理や保険契約条件設定などの科

学的分析に役立てることができる．

5――まとめ

5.1  主要な成果

破産確率は，主に次の実現に貢献できると考えられる．

①【鉄道事業者】身の丈に合った資金調達

②【利害関係者】わかりやすい説明根拠

③【行政】鉄道利用の安定に資する政策検討材料

①は，鉄道各社の災害特性や財務特性により大きく異なる

災害復旧資金を客観的・合理的・具体的に分析できることで

ある．たとえば第三セクター鉄道の追加資金を図─10のように

基金残高を前提として計算すると，1年あたり数百万円〜数

十億円と1,000倍程度の違いがある注2）．破産確率は，あたか

も1,000倍も異なる体格差を捉えて身の丈にぴったりの背広を

仕立てる裁縫師のような機能を果たす．この機能によって多様

な鉄道会社ごとに「身の丈に合った資金調達」を可能にすると

考えられる．

②は，破産確率が資金調達において「わかりやすい説明根

拠」になることである．利害関係者として，鉄道会社の役職員，

株主，債権者，鉄道利用者，行政（沿線自治体，国）などが想

定されるが，図─11のような資金調達の実施において破産確

率が合意形成の一助になるものと考えられる．すなわち，これ

まで困難であった自然災害に対するリスク・コミュニケーション

の具体的な手段になり得るのではないかと考えられる．

③として，行政の方々にとって破産確率による分析が鉄道

利用の安定に資する政策検討材料になり得ると考えられる．

たとえば，（1）被災時における鉄道利用の地域への影響， 

（2）被災時における復旧支援金額の事前想定，（3）災害特性

や財務状況なども考慮した補助要件や補助率等のあり方の検

討などにおいて，破産確率による数理的な分析が客観的かつ

具体的な検討材料として役立つのではないかと考えられる．

5.2  今後の課題

第一の課題は，損害データの蓄積・管理である．損額金額等

のデータは，中小民鉄や第三セクター鉄道等においては量・質

ともに少ないのが実態である．この点については，鉄道事業者

や行政の方々にご留意いただければ幸いである．

第二の課題は，実用化である．実務要件を考慮した条件設

定や分析手法の改良を行う必要がある．

第三の課題は，政策改善検討である．たとえば，（1）災害復

旧を目的とした手元資金（基金等）の確保方策，（2）土木構造

物保険と公的支援制度の補完強化などが重要な政策課題で

あると考えられる．

謝辞：本研究に際し，国土交通省鉄道局，第三セクター鉄道等

協議会，複数の鉄道会社様をはじめ多くの方々から情報提供

ならびに御指導を賜った．深く御礼申し上げます．

注

注1）2014〜2015年に中小民鉄，第三セクター鉄道，第三セクター鉄道等協議会

にヒアリング調査（5回）を行った．

注2）全国の第三セクター鉄道を対象に1991〜2012年度の自然災害による損害

実績データの分析を行った．そのデータは，第三セクター鉄道等協議会と国土

交通省鉄道局からご提供いただいた．

注3）詳細については，別の論文で発表する予定である．
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世界遺産を活用した観光振興のあり方に関する研究

運輸政策研究機構運輸政策研究所主任研究員

1――研究の背景と目的

現在，我が国では地方創生が重要な政策課題となっており，

各地で地域固有の観光資源を活用した地域活性化の取り組

みが進められている．

こうした中で，観光資源の一つとして，本来は観光振興を目

的とするものではないが，ユネスコの世界遺産が注目されるよ

うになっている．

本研究では，このような最近の情勢を踏まえ，

・長期的な観点に立った場合，世界遺産は地域の観光振興に

寄与するか

・観光客の増加によって，世界遺産の保全に支障が生じるこ

とはないか

等に焦点を当て，世界遺産を活用した持続的な観光振興のあ

り方を検討するものである．

2――世界遺産観光の実証分析

2．1  研究対象の絞り込み

我が国には18件の世界遺産が存在するが，「登録後の観光

客数の変化による類型化」と「文献調査」で，研究対象の絞り

込みを行った．

①世界遺産の類型化

まずは，世界遺産登録後の観光客の変化により，世界遺産

を次の3タイプに類型化した注1）．

A：登録により観光客が急増

・屋久島，白神山地，白川郷，紀伊山地の霊場と参詣道，石見

銀山とその文化的景観

・登録を契機に全国的な観光地として確立

B：登録後も観光客が堅調に推移又は下げ止まり

・古都京都，古都奈良，日光社寺

・以前より全国的に著名な観光地で遺産が広域に点在

C：登録後も観光客が減少

・法隆寺，姫路城，厳島神社，原爆ドーム，知床

・以前より全国的に著名な観光地で，知床を除き大都市又は

その周辺に単独で存在

本研究の目的と照らし合わせ，Aタイプの世界遺産に焦点を

当てることとした．

②文献調査

次に，Aタイプの世界遺産5件を対象に，観光関連の文献調

査を行った．

○登録後の観光動向

いずれの遺産も登録を契機に観光客が急増したが，長期的

には減少・横ばいに転じている（表─1）．

特に，石見銀山では登録翌年がピークとなっており，また，

観光客は2〜3時間の短い滞在で特定スポットに集中すると

言った傾向も見られる．

○観光振興と世界遺産保全等の関係

屋久島や白川郷と言った登録時期の古い世界遺産では観

光客の増加により環境や景観の悪化等の問題が顕在化して

から事後的に対応している．

他方，登録時期の新しい石見銀山では，官民連携の協働会

議を設置し，登録前から対応策の検討を行っている．

これにより，登録時には，パーク＆ライド方式の導入等の措置

を講じたが，観光需要に応じて地区内の路線バスを増便・増発し

たところ，環境悪化，騒音，振動，交通安全等の問題が発生した．

■表—1　登録後の観光客数の推移

※屋久島町資料，青森県資料，白川村資料，和歌山県資料，大田市資料により作成．
　　　　は登録年．濃い色の部分は増加傾向．薄い色の部分は減少・横ばい傾向．

平成
  4

平成
  5

平成
  6

平成
  7

平成
15

平成
16

平成
17

平成
18

平成
19

平成
20

平成
21

平成
22

平成
23

平成
24

平成
25

屋久島 24 21 23 26 32 29 32 33 41 39 33 33 32 － －
白神山地 16 21 24 36 72 73 68 67 67 56 54 － － － －
白川郷 68 59 67 77 156 145 144 147 146 186 173 159 131 138 143
紀伊山地 － － － － 935 1090 1160 1070 1138 1101 1065 1070 890 964 1014
石見銀山 － － － － 31 32 34 40 74 81 56 51 50 43 52

単位：万人
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このため，住民の要望を踏まえ，登録翌年に路線バスを廃

止したところ，観光客が減少に転じると言ったジレンマも起き

ている．

③研究対象の絞り込み

以上を踏まえ，本研究では，石見銀山をケーススタディの対

象に選定した．

石見銀山は島根県大田市に所在し（図─1），平成19年6月

に世界遺産登録を受けている．

世界遺産は，大森地区の「銀山遺跡と鉱山町」，温泉津地区

及び仁摩地区の「港と港町」，大森〜温泉津・仁摩の「石見銀

山街道」で構成されるが（図─1），大森地区が実質的な中心

であり（図─2），ケーススタディも同地区に焦点を当てて実施

することとした．

2．2  石見銀山でのケーススタディ

ケーススタディの中では，地方自治体へのヒアリング，大森地

区の地域住民・地場企業へのインタビューを行い，受入側の取

組内容や問題意識を把握した．さらに，観光客アンケート調査

を行い，需要側のニーズ，意見・要望を整理した．

以下，その内容を順次概説する．

①地方自治体ヒアリング

（ヒアリングの対象）

○ 島根県及び大田市（観光担当，遺産保全担当），大田市観

光協会

（ヒアリングの結果）

○登録後の観光動向と今後の見通し

・登録3年目から観光客は減少・横ばいに転じているが，その

最大要因は地区内路線バスの廃止であり，石見銀山は世界

遺産ブランド力により今後も観光地として伸びていくものと

認識している．

○観光振興に向けた取組み

・大田市が主体で島根県が支援する体制である．

・基本的な方向性として①世界遺産の価値の伝達を重視（観

光客の量よりも質を重視・リピーター化），②大田市内観光

地の周遊化，③松江，出雲大社，広島など周辺観光地との

広域連携の三本柱を立てている（図─3）．

・観光客の誘致面では，特定の客層に重点を置いた誘致活

動は行っていない．受入面では，世界遺産の価値の伝達機

能強化（ガイドの充実等），地区内の快適な移動の確保（レン

タサイクルやベロタクシーの充実，高齢者限定の小型電気

バスの検討等）などに取り組んでいる．

○観光振興と世界遺産保全等の関係

・ピーク時（観光客75〜80万人）はオーバーユースであったが，

現状（観光客50万人程度）では，観光振興と世界遺産保全，

生活環境が概ね調和している．

・観光客の増加よりも滞在時間延長による経済効果拡大を目

指すのがよい．

・遺産保全財源としては，4億円規模の基金があるので観光

客への課金は不要である．また，観光客のマナーは登録時

に比べ大幅に改善されている．

②大森地区の地域住民・地場企業インタビュー

（インタビューの対象）

○自治会及び地場企業の代表（いずれも複数）

地場企業は，観光が本業ではないが，宿泊施設の運営，町

並み保存等を通じて観光振興に寄与

石見銀山街道

おお もり

大　森

大田市
人口3.7万人

（うち大森地区は
約400人）

に ま

仁　摩

松江市

松江市・大田市
間は約60km

ゆ の つ

温泉津

12km

■図—1　世界遺産の概要

りゅうげんじまぶ

龍源寺間歩

世界遺産センター
・情報展示
・Ｐ＆Ｒ用駐車場

鉱山町の町並み
（0.8km）

路線バス

大田市
中心部

広 島

石見銀山
公園

2.3km

大　森　地　区
鉱山町の町並み

龍源寺間歩

※石見銀山公園と龍源寺間歩（往復約 5km），鉱山町（往復 2km）は徒歩，
自転車又はベロタクシーで移動．
※高齢者等の徒歩移動は体力的に厳しいとの指摘がある．

■図—2　大森地区の概要

大田～波根

登山，温泉

さんぺいさん

三瓶山

銀山遺跡・鉱山町

大森

港と港町（温泉） 港

温泉津 仁摩

石見銀山（世界遺産） 松江，出雲大社

広島方面（厳島神社・原爆ドーム）

■図—3　石見銀山（大森）を核とする観光ネットワーク
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（インタビュー結果）

○世界遺産登録が大森地区に及ぼした影響

・大勢としては，観光交流の拡大，人口の下げ止まり注2），住民

の誇りの高揚，神楽に代表される伝統文化の維持・復興な

ど登録により大森地区は活性化したと認識している．

○世界遺産観光の目指すべき方向

・観光振興と遺産保全，生活環境の調和が基本である．

・このほか，地方自治体と同様，質の高い観光客の確保，リ

ピーター化，大田市内周遊などを目指している．

○観光振興方策

・観光客への事前ガイダンス，寺院・神社や山中の鉱山町跡

など隠れた観光資源の活用，旬の食材や神楽の組み合わせ

による冬季の需要喚起など斬新な提案もあったが，具体化

に向けた議論は進んでいない．

○観光振興と世界遺産保全等の関係

・ピーク時がオーバーユースであったとの認識は一致しててい

るが，観光客の減少要因（地区内路線バスの廃止か世界遺

産ブームの終息か），今後の観光客の規模（現状よりも増や

した方がよいか，現状のままでよいか）では，大森地区内で

も意見が分かれている．

・高齢者等の移動手段として自治体が検討中の小型電気バ

スについては理解が得やすいようであるが，一部にはバスへ

の抵抗感が残っている．

・遺産保全財源の一層の充実を図るため，入山料や環境協力

金（100円単位）の徴収を求める声もあるが，大勢は徴収不

要との認識である．

○行政への要望

・世界遺産観光についての意見調整に当たって行政のリーダー

シップが期待されているほか，空港・鉄道など公共の場での

PR強化，町並み保全への支援の充実に対する要望があった．

③観光客アンケート調査

（アンケート調査の概要）

○アンケート調査の実施時期，対象者

平成26年8月（4日間）と9月（4日間），石見銀山（大森地区）

に来訪した日本人の個人客及び団体客

○調査方法，サンプル数

・個人客： 調査員による聞き取り，調査票の配布・郵送回収を

併用．465人より回答取得．

・団体客： 10ツアー注3）の参加者に調査票を配布し，郵送で回

収．236人より回答取得．

○アンケート調査結果

（観光客の属性）

・観光客の居住地は全国化している．また，石見銀山の訪問理

由は「世界遺産に行きたい」が約6割と最も多く，世界遺産ブ

ランドにより全国的な観光地として確立していることが伺える．

・他方，観光客の殆どは初来訪者であり，リピーター率は，個

人客で2割，団体客では3％と低水準である．

参考：全国主要観光地のリピーター率は7割

（観光客の活動実態）

・3時間未満の滞在で龍源寺間歩を中心に観光する傾向に 

ある．

・大田市内を周遊する観光客は個人客で3割にとどまっている

（団体客（ツアー）は0％）．

（世界遺産保全の理解度，観光の満足度，再訪問意向）

・個人客，団体客とも，理解できた側（十分に理解，やや理

解），満足した側（とても満足，やや満足）に回答した人の

割合は8〜9割と高くなっている（図─4理解度，満足度）．

・これに対し，再訪問したい側（ぜひしたい，できればしたい）

に回答した人の割合は個人客で7割，団体客で5割と，やや

低くなっている（図─4再訪問意向）．

・「十分に理解できた」「とても満足した」「ぜひ再訪問したい」

の回答割合では，個人客が団体客を大きく上回っている

（図─4理解度，満足度，再訪問意向）．

・理解度，満足度，再訪問意向には相関関係がある．理解度

が高いほど満足度は高く，満足度が高いほど再訪問意向は

高くなっている（図─5）．

・他方，「とても満足した」個人客であっても，「ぜひ再訪問し

たい」は4割にとどまっており，その割合を高めるための独自

の工夫が必要であるように考えられる．

（個人客の再訪問意向）

・前記の問題意識を踏まえ，個人客の再訪問意向に焦点を当

てて，詳細な分析を行った．

・まず，属性別等に「ぜひ再訪問したい」と回答した人の割合

44%44%
53%53%

44%
33%

3%

4%

7%7%

8%8%

2%

1%

団体客
個人客

37%37%
54%54%

48%
35%

4%

2%

8%8%

3%3%

2%

1%

団体客
個人客

7%7%
26%26%

47%
45%

16%
10%

16%16%
14%14%

12%

4%

団体客
個人客

※個人客：465人，団体客：236人

満 足 度

再訪問意向

理 解 度

ぜひしたい できればしたい どちらでもない あまりしたくない したくない

とても満足 やや満足 どちらでもない やや不満足 不満足

十分に理解 やや理解 どちらでもない あまり理解できず 理解できず

■図—4　遺産保全の理解度，観光の満足度，再訪問意向
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を比較したところ，以下の特性が確認された．

－  女性，40・50代，石見銀山に近い地方（近畿以西）の居

住者は，その割合が高い．

－  口コミで良い評価を聞いて来訪した人，世界遺産の歴史

や価値に関心を持って来訪した人は，その割合が高く，

世界遺産訪問のみが目的の来訪者では低い．

－  鉱山町や非定番スポット（大久保間歩，石見銀山街道）

の訪問者は，その割合が高く，龍源寺間歩のみの訪問者

では低い．

・次に，「石見銀山で特に満足した事項」を見たところ，「鉱山

町」，「古民家カフェ・ショップ」，「食事・土産物・特産品」で

は，「ぜひ再訪問したい人」の回答割合が「全体平均」を大

きく上回っている（図─6）．

・さらに，再訪問を希望しない側に回答した人に，その理由を

確認したところ，「世界遺産を一度訪問できれば満足」が約

5割と最多であり，以下，「訪問スポットが限られている」「石

見銀山までのアクセスが不便」「地区内移動が不便」が約2

割で続いている．

（観光振興と遺産保全，生活環境の関係）

・大森地区内の移動手段については，個人客，団体客とも，

「徒歩による移動で構わない」が4割以上を占めるが「レンタ

サイクル等の充実」「利用者限定の小型電気バス」も2割弱

〜4割弱の支持を得ている（図─7）．特に，小型電気バスは

年代が上がるほど支持が高まる．

・遺産保全への資金面での協力については，個人客，団体客

とも，是認する側（協力すべき，どちらかと言えば協力すべ

き）に回答した人の割合が7〜8割と，かなり高くなっている．

④ケーススタディのまとめ

まず，地方自治体には，観光客がピーク時に比べ減少・横ば

いに転じていることの危機意識はあまりなく，観光振興と遺産

保全，生活環境の関係についても，現状では特に問題がない

との認識である．

これに対し，大森地区の関係者は，世界遺産登録を肯定的

に評価しつつも，今後の観光振興の進め方については，立場

によって意見の相違があり，また，世界遺産のPR不足や町並み

の保全に対する危機感も見られる．そして，こうした課題への

対応について，行政のリーダーシップを期待している．

他方，観光客アンケートからは「世界遺産ブランドは初来訪

者の誘致に大きな効果があるが，それだけではリピーター確保

につながらないこと」「観光客の理解度・満足度は高いが，再

訪問意向に結びついておらず，リピーター確保のためには，観

光客のニーズ・特性を踏まえた独自の工夫が必要とされること」

が明らかになった．

また，「高齢者等の移動手段として小型電気バスの導入を求

める意見が多いこと」「観光客への課金は比較的理解が得や

すい雰囲気であること」が確認された．

以上を総括すると，世界遺産観光の持続的な振興のために

は，自治体を始めとする関係者間で話し合いの枠組みを設け，

遺産保全等とも両立し得る戦略的な観光振興方策の検討，具

体化に継続的に取り組んでいくことが重要であると考えられる．

3――ケーススタディの補強

ケーススタディとは別に，観光関係の有識者・専門家の見解

等を聴取し，ケーススタディでは把握できなかった世界遺産と

■図—5　理解度と満足度，満足度と再訪問意向の関係
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■図—6　石見銀山で特に満足した事項
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■図—7　大森地区内の移動手段のあり方
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インバウンド観光の関係を含め，持続的な観光振興に関する

課題と対応策を整理する上での補強材料とした．

○世界遺産登録の効果

・国内観光客の誘致に大きな効果を発揮するが，地域の関係

者が努力しないと効果は持続しない．

・効果の持続に当たっては，地域の関係者による観光振興の

あり方を議論する場の構築が不可欠である．

○観光振興と世界遺産保全の関係

・観光客の適正な規模については，科学的な算出根拠はな

く，価値観・立場の異なる地域の関係者間の協議によって

決定しなければならない．

過大な需要，過小な需要には，いずれも問題があり（図─

8），地域特性を踏まえながら，地域活性化と遺産保全等が

うまくバランスする規模を見出すことが求められる．

・観光客への課金は，財源の補填にとどまらず，遺産保全の

重要性の啓発等のために徴収することも考えられる．

○世界遺産とインバウンドの関係

・海外では日本ほど一般人の世界遺産への関心は高くないので，

世界遺産登録は直ちに外国人旅行者の増加につながらない．

・インバウンド振興のためには，地域の関係者が熱意をもっ

て，世界遺産ブランドに外国人に訴求し得る地域独自の魅

力（美しい景観，日本らしい体験）を付加した誘致・受入戦

略を企画，実行していくことが不可欠である．

・訪日外国人2,000万人時代に向けて，外国人旅行者のリピー

ター化，地方部への誘導が課題となっているが，世界遺産

が地方部での受け皿として機能するよう，関係者の一層の

努力が求められる．

4―― 世界遺産を活用した持続的な観光振興についての 

課題と対応策

石見銀山でのケーススタディ，有識者・専門家より得た知見

を踏まえ，世界遺産登録を契機に観光地化を図ろうとしてい

る地域を念頭に置きつつ，世界遺産を活用した持続的な観光

振興の課題を抽出するとともに，対応策の取りまとめを行った．

4．1  持続的な観光振興についての課題事項

○世界遺産登録は，メジャーでない観光地にとっては，国内観光

客誘致の起爆剤となるが，登録のみでは，需要増の効果は続

かない．また，インバウンド振興面での効果は限定的である．

○観光振興と遺産保全，生活環境の調和が不可欠である．

・観光需要の無制限な増加は，遺産保全等の見地から認めら

れない．また，過大な観光需要（混雑等）は，観光客の満足

度も低下させる．

・他方，過度の需要抑制は，地域活性化の面から望ましくな

い．地域の活力が失われ，遺産保全に資金や人手を回せな

くなるなど，遺産保全力の低下も懸念される．

4．2  持続的な観光振興に向けての対応策

（世界遺産所在地における対応策）

最初に，世界遺産所在地における対応策について，地域に

おける体制の整備，取組内容，観光地として目指すべきライフ

サイクルの3点に分けて提言した．

なお，一般論のみではイメージがつかみにくいこともあり，石

見銀山での対応例を必要に応じ付記している．

○世界遺産所在地の関係者による協議・連携体制の構築

・地方自治体，観光・交通関連の事業者，商工業者，各種団

体，一般住民（必要に応じて国，有識者等）の参加を得て，

世界遺産観光についての協議・連携体制を構築する．この

協議体において，「世界遺産観光のあるべき姿の合意形成」

→「達成すべき目標の設定」→「観光振興のための取組み

の具体化」→「定期的なモニタリングと目標・取組内容の見

直し」のサイクルで継続的な取り組みを進めることが肝要で

ある（図─9）．

○観光振興のための取組みの内容

・国内外の観光需要を維持するための戦略的な取組みとして

は，マーケティング調査（観光客アンケート）に基づき，リ

ピーター化しやすい層に焦点を当てた誘致，来訪者の理解

度・満足度・再訪問意向を向上させる工夫，低満足度の要因

や再訪問の障害となっている事項への対処を行うこと等が

有効と考えられる（図─10）．

過大な需要
・遺産保全に支障

・観光客の満足度低下

過小な需要
・コミュニティの維持に支障
・保全財源の不足，遺産の価値
　が広く伝わらない

■図—8　過大な需要・過小な需要に伴う問題

■図—9　地域における協議・連携体制の運用
※内枠中には石見銀山で想定される事項を記載

観光に関連する事項毎に達成すべき目標を設定

世界遺産観光のあるべき姿について合意形成
地域振興，観光の質，遺産保全，住環境のバランス確保 など

地域振興：観光客数，リピーター率，観光関連の店舗数，市内観光地の回遊率
観光の質：世界遺産保全の理解度，観光の満足度，再訪問希望率
遺産保全：文化財，古民家等の町並み，自然環境，伝統芸能の保全状況
　　　　　遺産保全資金の充実度
住 環 境：住民の受ける迷惑の度合い，観光客のマナー遵守状況　  など

目標の達成に向けて観光振興のための取組みを具体化

目標の達成状況の定期的なモニタリング

必要に応じて，取組内容等の変更を検討
観光統計，観光客アンケート，遺産損傷度の点検，住民ヒアリング など

国内外の観光需要の維持＋観光と遺産保全，住環境の調和 など



運輸政策研究所 第37回 研究報告会

運輸政策研究Vol.18 No.2 2015 Summer研究報告会 079

・観光振興と遺産保全，生活環境の調和の面では，必要に応

じて，入域制限，交通規制，観光客への課金を講じるほか，

需要増よりも滞在時間延長を目指すなど遺産への負荷軽減

に配慮した観光振興方策の工夫なども求められる（図─10）．

○観光地として目指すべきライフサイクル

・世界遺産観光の長期的に望ましい姿を観光地のライフサイ

クル論（時間の経過と観光需要の関係）に沿って考える．

・マーケティングの通説では，観光地は「導入期（観光客の漸

増）」「発展期（観光客の大幅増）」を経て，「成熟期（観光客

の伸び悩み，減少の兆し）」に達し，この段階で適切な対策

を講じないと「衰退期（観光客の減少）」に陥るとされている

（図─11の①パターン）．

・このため，テーマパークなどでは，「成熟→衰退」を回避する

ため，新しいアトラクションを次 と々打ち出し，恒常的な需要

の増加を図ることが求められている（図─11の②パターン）．

・そこで，世界遺産であるが，地域活性化の見地から，衰退は

好ましくないが，遺産保全等の関係を考慮すると，需要の恒

常的な増加も適切ではない．質の高い観光客を中心に，長

期・安定的な需要の維持を目指すのが最も望ましいライフサ

イクルと考えられるところである（図─11の③パターン）．

（世界遺産所在地等相互の連携）

また，個々の世界遺産所在地における対応には限界がある

ので，今後は次のような世界遺産所在地等相互の連携強化策

を検討することも必要と考えられる．

○世界遺産所在地の自治体等の情報・意見交換の強化

－  首長級の会合（サミット）のほか，実務担当者，地域の関

係者が頻度を上げて集まり，課題事項を勉強

○内外の世界遺産に関する観光情報や研究者・論文について

のデータベース構築

○世界遺産を含む広域的なエリアの観光地としての競争力 

強化

－  北陸「ミシュラン」三ツ星街道（金沢・世界遺産の五箇山

と白川郷・高山の連携）をイメージ

○世界遺産と同一軸でつながる地域の相互連携による観光地

としての競争力強化

－  石見銀山（富岡製糸場）を軸に全国の主要鉱山（産業遺

産）が連携し，共同でPR・誘致活動を展開

5――むすび

本研究では，特定の世界遺産におけるケーススタディを中心

に，メジャーではない観光地が地域独自の観光資源を活用し，

資源保全との調和を図りつつ，持続的な観光振興を図ってい

くための課題と対応方策について考察を行った．

今回の報告が，世界遺産登録を目指している地域等の方々

のために少しでも参考になれば，幸甚である．

注

注1）琉球グスク群はAタイプに該当するが，有数のリゾート地・沖縄本島に所在

することから除外．小笠原，平泉，富士山，富岡製糸場は登録後の経過年数が

短いことから除外．

注2）大田市の人口は，平成19年の4.1万人から平成26年の3.7万人に1割減．この

間，大森地区は400〜410人の人口を維持．また，地場企業による若者の雇用も

増加．

注3）ツアーの発地は関東発4ツアー，近畿発3ツアー，北海道・東北発1ツアー，東

海・北陸発1ツアー．
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○観光振興と世界遺産保全等の調和
・必要に応じて，需要管理，交通規制，観光客への課金

・遺産への負荷軽減に配慮した観光振興策の工夫

石見銀山：個人客，女性，40・50代，関西～九州に居住，マイカー利用
遺産の歴史・価値に関心のある人，口コミによる来訪者   など

石見銀山：鉱山町への回遊，食事・買物の楽しみ，非定番メニューの開拓
季節毎の見所の提供，市内周遊ルートの設定 など

石見銀山：空港等からの直行バス，高齢者用の小型電気バスの検討  など

石見銀山：交通規制については高齢者等への配慮も必要
財源不足はなくても不時の出費に備えて協力金等を検討

石見銀山：需要増よりも滞在時間の延長，オフ期の需要喚起 など

■図—10　持続的な観光振興に向けた取り組みの事例

■図—11　観光地のライフサイクル
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※観光地ライフサイクルに関する資料（出典：ジョン・トライブ著［2007］，
　『観光経営戦略』，センゲー　ジラーニング社）を参考にして作成．




